
目 担当係 子育て支

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

援

ト

単位：千円
２４年度

係

２５年度 ２６年度 ２７

3

年度 ２６年度

（決算）

2

（決算） （決算） （予

1

算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 47,571 50,050 合計 47,570,738 円
委託料 47,570,738 円

財
　
源

特定財源 0 0 21,937 8,733

一般財源 0 0 25,634 41,317

職員人件費　② 0 1,753 1,767 2,074

総事業費（①＋②） 0 1,753 49,338 52,124

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 子育て支援対策基金事業費補
助金（県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

平

全

基本施策 次世代育成

成

・子育て支援
施策体系

２

施策の内容 子どもが健

６

やかに育つ環境づくり

年

目
　
　
　
的

　現行シス

度

テムのリース期間満了

評

及び子ども･

主
た
る
内

価

容

　子ども・子育て支

）

援新制度、現行福祉シ

刈

ス
子育て支援新制度の

谷

成立に伴い、保育認定

市

等 テムのリース期間満

事

了への対応により、新

務

福
の福祉システムを開

事

発し、市民サービスの

業

向 祉システムの開発を

評

行う。
上を目指す。

位

価

置
づ
け

関連計画 刈谷市

シ

子ども・子育て支援事

ー

業計画

根拠法令 子ども

ト

・子育て支援法

対象者

（

事業期間 平成２５年度

様

～ 平成２７年度

実施方

式

法 □直営　■委託　□

１

指定管理　□補助・助

）

成　□その他

会計名 担当部 次世

Ｂ
　

代

事
　
業
　
実
　
績

２４年

育

度実績 ２５年度実績 ２

成

６年度実績 ２７年度計

部

画

　 子ども・子育て支

一

援新制度に 子ども・子

般

育て支援新制度に 導入

会

した子ども・子育て支

計

援
　 対応するため、シ

子

ステム導入 対応するた

ど

め、システムを導 新シ

も

ステムの保守管理の徹

・

底
　 準備を行った。 入

子

し、保育等市民サービ

育

スの 及び導入予定のシ

て

ステムを精
　 向上を図

支

った。 査し、保育等市

援

民サービスの
　　　―

シ

―――――― 向上を図

ス

る。

　システムの導入

テ

のため、新システムで

ム

の業務内容の確認・修

導

正を行った。

成果

　子

入

ども・子育て支援新制

事

度への対応や現行シス

業

テムのリース期間満了

担

に間に合うよう、遅滞

当

なくシステムを導入す

課

る必

要がある。
課題

指

子

標名称（単位）
実績値

育

目標値

２４年度 ２５年

て

度 ２６年度 ２７年度 ２

支

９年度

成果 開発進捗率

援

（％） ― 0.0 40.

課

0 100.0 ―
指標

指

款

標

他市との
比較検証

項



担当係 子育て支援係

3 2 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価

平

評価の理由

　子ども・

成

子育て支援新制度成立

２

に伴い、制度に対応し

７

た
・法的業務

高い
シス

年

テムを導入することに

度

より、市民ニーズに迅

（

速に対応
必要性 ・市民

平

ニーズ、社会需要 でき

成

る。
・市民生活上必要

２

である　など

　各業務

６

において新制度に対応

年

した業務内容を検討し

度

、効
・コストの節減、

評

費用対効果
普通

率的に

価

業務が行えるようシス

）

テム要件を検証した。

刈

効率性 ・執行体制の効

谷

率性
・手段の最適性　

市

など

　子ども・子育て

事

支援新制度成立及び現

務

行の福祉システム
・市

事

が主体となって実施す

業

る
高い

がリース期間満

評

了を向かえることによ

価

り、新制度に対応し
妥

シ

当性 　べき事業である

ー

か たシステム導入を行

ト

う必要性がある。
・総

（

合計画との整合性　な

様

ど

　新システムの要件

式

確認、検証を行い、導

２

入に向けてスケ

施策へ

）

の ・施策への貢献度
高

会

い
ジュール通り進め、

計

業務の効率化や市民サ

名

ービスの向上を
・目標

担

達成度 図る。
貢献度 ・

当

市民サービスへの効果

部

　など

今後の方向性 □

次

拡充　■現状維持　□

世

改善・効率化　□縮小

代

　□終期設定　□休止

育

・廃止

　導入したシス

成

テムの保守管理を行う

部

とともに、新制度に対

一

応した業務作業を効率

般

的且つ円滑に行い、保

会

育サービス
等を遅滞な

計

く提供していく。

子ども・

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

子

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

育

評
　
価
　
∨

て支援システム導入事業
担当課 子育て支援課

款 項 目



目 担当係 子

Ｃ
　

育

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

て

位：千円
２４年度 ２５

支

年度 ２６年度 ２７年度

援

２６年度

（決算） （決

係

算） （決算） （予算）

3

事業費内訳

事業費　①

2

0 2,227 2,11

1

8 0 合計 2,118,000 円
報償費 66,000 円

財
　
源

特定財源 0 1,324 0 0 委託料 2,052,000 円

一般財源 0 903 2,118 0

職員人件費　② 0 2,805 2,851 0

総事業費（①＋②） 0 5,032 4,969 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

平

全

基本施策 次世代育成

成

・子育て支援
施策体系

２

施策の内容 子どもが健

６

やかに育つ環境づくり

年

目
　
　
　
的

　子ども・

度

子育て支援法に基づき

評

、一人一人

主
た
る
内
容

価

　子ども・子育て支援

）

法に則り、子ども・子

刈

の子どもが健やかに成

谷

長することができる社

市

育て会議を設置し、子

事

ども・子育て支援事業

務

会の実現を推進するた

事

め、子ども・子育て支

業

計画の策定を行う。
援

評

事業計画を策定する。

価

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

シ

市子ども・子育て支援

ー

事業計画

根拠法令 子ど

ト

も・子育て支援法

対象

（

者 事業期間 平成２５年

様

度 ～ 平成２６年度

実施

式

方法 □直営　■委託　

１

□指定管理　□補助・

）

助成　□その他

会計名 担当部 次世

Ｂ

代

　
事
　
業
　
実
　
績

２４

育

年度実績 ２５年度実績

成

２６年度実績 ２７年度

部

計画

　 子ども・子育て

一

支援事業計画 子ども・

般

子育て会議を開催し､

会

　
　 策定に向け、子ど

計

も・子育て 子ども・子

子

育て支援事業計画 　
　

ど

会議を開催するととも

も

に、ニ を策定した。 　

・

　 ーズ調査を実施し集

子

計や分析 　
　　　――

育

―――――― を行った

て

。 　　　――――――

支

――

　子ども・子育て

援

支援事業計画策定に向

事

け、市民ニーズ調査の

業

実施、集計、まとめ作

計

業を行った。

成果

　市

画

民ニーズ調査の分析を

策

基に幼稚園や保育園の

定

ニーズ量を算定すると

事

ともに、地域の特性に

業

合わせて計画の策定が

担

求め

られる。
課題

指標

当

名称（単位）
実績値 目

課

標値

２４年度 ２５年度

子

２６年度 ２７年度 ２９

育

年度

成果 計画策定進捗

て

率（％） ― ― 100.

支

0 ― 100
指標

指標

他

援

市との
比較検証

課

款 項



担当係 子育て支援係

3 2 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価

平

評価の理由

　待機児童

成

解消、保育園の量の拡

２

充等子ども・子育てに

７

関
・法的業務

高い
する

年

市民ニーズは高く、事

度

業計画策定によりサー

（

ビスの向
必要性 ・市民

平

ニーズ、社会需要 上が

成

期待できる。
・市民生

２

活上必要である　など

６

　策定業務委託に当た

年

りプロポーザルを実施

度

し、費用、計
・コスト

評

の節減、費用対効果
普

価

通
画策定に関する企画

）

力、専門的な知識等様

刈

々な観点から吟
効率性

谷

・執行体制の効率性 味

市

し、委託業者を決定し

事

た。
・手段の最適性　

務

など

　子ども・子育て

事

会議を設置し、有識者

業

、児童の保護者、
・市

評

が主体となって実施す

価

る
高い

子育て支援に関

シ

する事業に従事する者

ー

等を委員とし、意見
妥

ト

当性 　べき事業である

（

か を伺いながら計画を

様

策定した。
・総合計画

式

との整合性　など

　市

２

民アンケート調査を実

）

施やニーズ量等集計を

会

行い、結

施策への ・施

計

策への貢献度
高い

果報

名

告書に纏めるとともに

担

、スケジュール通りに

当

進め計画
・目標達成度

部

を策定した。
貢献度 ・

次

市民サービスへの効果

世

　など

今後の方向性 □

代

拡充　■現状維持　□

育

改善・効率化　□縮小

成

　□終期設定　□休止

部

・廃止

　計画の推進に

一

向けて、子ども・子育

般

て会議を開催し、計画

会

の進捗状況の把握、点

計

検、評価、見直し等を

子

行う。

ども・

Ｃ
 

子

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

育

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

て支援事業計画策定事業
担当課 子育て支援課

款 項 目



目

を受け、平成23年度

担

末に厚生労働省より援

当

助会員の講習強化につ

係

いて指針が示された中

子

で、本市において

も年

育

3回実施する講習会を

て

強化し、より安全に援

支

助活動できる基盤を整

援

備することが急務であ

係

る。
課題

　並行して、

3

医療機関との連携等を

2

含め、病児・病後児の

2

預かりに関する体制づくりの検討が課題である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 ファミリーサポートセンター会員数 2,494 2,766 2,959 3,000 3,000
指標 （人）
活動 活動件数（件） 5,798 6,098 6,583 6,600 6,600
指標

　　　　　　　　　　　　碧南市　　安城市　　豊田市　　西尾市　　知立市　　刈谷市
他市との H27.3.31現在会員数（人） 　174　　 　708　　 1,347　　 　888　 　　653　 　2,959  
比較検証 H26年度活動件数（件）　  1,010 　  2,778   　9,248　 　  900　 　2,175　　 6,583　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,269 9,769 9,941 10,781 合計 9,940,663 円
賃金 7,559,660 円

財
　
源

特定財源 8,442 4,879 6,643 7,190 報償費 93,300 円
旅費 18,540 円

一般財源 827 4,890 3,298 3,591 需用費 228,83

Ｄ

6 円
役務費 1,82

　

2,275 円

職員人

　

件費　② 729 1,7

　

53 1,767 2,2

Ｏ

53 使用料及び賃借料

　

164,052 円
負

　

担金、補助及び

総事業

∧

費（①＋②） 9,99

　

8 11,522 11,

　

708 13,034 交

実

付金 54,000 円

　

建
設
事
業

全体事業費（

　

単位：千円） 0 ２６年

施

度特定財源名称

２６年

　

度までの累積事業費 0

　

保育緊急確保事業費補

∨

助金　
（国・県）

２８年度以降の事業費見込 0

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

平

全

基本施策 次世代育成

成

・子育て支援
施策体系

２

施策の内容 地域におけ

６

る子育て支援

目
　
　
　

年

的

　育児の援助を行い

度

たい者と育児の援助を

評

受

主
た
る
内
容

　ファミ

価

リーサポートセンター

）

業務専任の臨
けたい者

刈

を組織化し、相互援助

谷

活動を行うこ 時職員を

市

アドバイザーとして雇

事

用し、会員の
とで、仕

務

事と育児を両立できる

事

環境を整備す 登録から

業

援助の資質向上のため

評

の講習会、子
るととも

価

に、地域の子育て支援

シ

を行い、もっ 育ての輪

ー

をつくるための交流会

ト

の開催や会報
て労働者

（

の福祉の増進及び児童

様

の福祉の向上 誌の発行

式

などセンターの運営を

１

行う。
を図る。

位
置
づ

）

け

関連計画 刈谷市子ど

会

も・子育て支援事業計

計

画

根拠法令 かりやしフ

名

ァミリー・サポート・

担

センター会則、実施要

当

領

対象者 会員 事業期間

部

平成１２年度 ～

実施方

次

法 ■直営　□委託　□

世

指定管理　□補助・助

代

成　□その他

育成部

一般会計
フ

Ｂ
　

ァ

事
　
業
　
実
　
績

２４年

ミ

度実績 ２５年度実績 ２

リ

６年度実績 ２７年度計

ー

画

ファミリーサポート

サ

センター ファミリーサ

ポ

ポートセンター ファミ

ー

リーサポートセンター

ト

ファミリーサポートセ

セ

ンター
の運営 の運営 の

ン

運営 の運営
・援助会員

タ

養成講座開催　3回・

ー

援助会員養成講座開催

運

　3回・援助会員養成

営

講座開催　3回・援助

事

会員養成講座開催　3

業

回
・依頼会員随時受付

担

・依頼会員随時受付 ・

当

依頼会員随時受付 ・依

課

頼会員随時受付

　平成

子

12年度の事業開始以

育

来、登録会員、活動件

て

数ともに大幅な伸びを

支

示しており、市民に認

援

知され地域に根ざした

課

活動

成果
が行われてい

款

ると評価することがで

項

きる。

　他市での事故



担当係 子育て支援係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価

平

評価の理由

　共働き家

成

庭が増えている中で、

２

仕事と育児を両立でき

７

る
・法的業務

高い
環境

年

を整備することは、市

度

民ニーズに適合してい

（

る。
必要性 ・市民ニー

平

ズ、社会需要
・市民生

成

活上必要である　など

２

　基本的な人件費は、

６

ファミリーサポートセ

年

ンター事務所
・コスト

度

の節減、費用対効果
高

評

い
に常駐する臨時職員

価

のアドバイザーへの賃

）

金のみで、援助
効率性

刈

・執行体制の効率性 活

谷

動に係る報酬について

市

は、会員同士の遣り取

事

りにより公
・手段の最

務

適性　など 費負担はな

事

いので、効率的である

業

。

　子育て支援策とし

評

て各種計画に整合する

価

とともに、事業
・市が

シ

主体となって実施する

ー

高い
の必要性が高いこ

ト

とから、市が主体とな

（

って実施すべきも
妥当

様

性 　べき事業であるか

式

のであるが、実施方法

２

については、委託とい

）

ったことも考
・総合計

会

画との整合性　など え

計

られる。

　地域の人材

名

を活用した子育て支援

担

の仕組みであり、貢献

当

施策への ・施策への貢

部

献度
高い

度は非常に高

次

い。
・目標達成度

貢献

世

度 ・市民サービスへの

代

効果　など

今後の方向

育

性 ■拡充　□現状維持

成

　□改善・効率化　□

部

縮小　□終期設定　□

一

休止・廃止

　今後にお

般

いても、ますます共働

会

き家庭やひとり親家庭

計

の増加が見込まれ、仕

フ

事と子育てを両立でき

ァ

る環境整備は重
要とな

ミ

り、地域に潜在する子

リ

育て力を活用した援助

ー

会員の養成及び依頼会

サ

員の募集に努めていく

ポ

ことにより、事業の
持

ー

続、拡充を図る。

トセンタ

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

ー

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

運

評
　
価
　
∨

営事業
担当課 子育て支援課

款 項 目



育

配線）
　(小垣江市民

成

センターからの・校舎

係

内施設（ＬＡＮ延長）

3

　移設と2クラブ化)

2

　小学校敷地内に放課

2

後児童クラブを建設・整備することにより、児童の安全性・利便性が向上し、安全に安心して過ご

成果
せる居場所が確保できた。

　将来の需要予測に即した放課後児童クラブの建築・改修計画の策定が求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 児童クラブ数（クラブ） 24 26 27 29 29
指標
成果 小学校敷地内児童クラブ整備率（％） 91.7 96.2 96.3 100.0 100.0
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,626 8,562 30,310 1,912 合計 30,310,252 円
需用費 787,204 円

財
　
源

特定財源 0 0 5,194 0 役務費 704,500 円
委託料 2,214,000 円

一般財源 3,626 8,562 25,116 1,912 工事請負費 24,790,104 円
備品購入費 1,814,444 円

職員人件費　② 4,244 4,208 4,576 3,369

総事業費（①＋②） 7,870 12,770 34,886 5,281

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財

Ｄ

源名称

２６年度までの

　

累積事業費 0 放課後児

　

童健全育成事業費等
補

　

助金（県）

２８年度以

Ｏ

降の事業費見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

平

代育成・子育て支援
施

成

策体系
施策の内容 子ど

２

もの居場所づくり

目
　

６

　
　
的

　待機児童の解

年

消を図るため第2児童

度

クラブを

主
た
る
内
容

○

評

小垣江小学校敷地内に

価

児童クラブを移転整
整

）

備することにより、定

刈

員の拡充と活動内容 　

谷

備し、併せて第2クラ

市

ブを整備
の充実を図る

事

。 　定員を40名から

務

2クラブ80名に拡充

事

　
　また、小学校敷地

業

内に児童クラブを整備

評

す ○富士松北児童クラ

価

ブに第2クラブを整備

シ

ることにより、移動時

ー

における児童の安全性

ト

　定員を40名から2

（

クラブ80名に拡充
の

様

確保に努める。 ○小垣

式

江東児童クラブにおい

１

て手洗いを改修
　その

）

他、必要な施設及び設

会

備修繕を行い、 ○衣浦

計

児童クラブにおいて手

名

洗い場壁面改修
児童ク

担

ラブの安全な環境の維

当

持を図る｡ 　及び室外

部

機ダクト設置
○富士松

次

南児童クラブにおいて

世

フェンス門扉
　を増設

代

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

育

市子ども・子育て支援

成

事業計画

根拠法令 児童

部

福祉法、刈谷市放課後

一

児童健全育成事業の設

般

備及び運営に関する基

会

準を定める条例

対象者

計

児童 事業期間 平成２６

児

年度 ～ 平成２６年度

実

童

施方法 ■直営　□委託

ク

　□指定管理　□補助

ラ

・助成　□その他

ブ施設整備事業
担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

課

４年度実績 ２５年度実

子

績 ２６年度実績 ２７年

育

度計画

児童クラブ校舎

て

内整備(2施設)児童

支

クラブ校舎内整備(1

援

施設)児童クラブ校舎

課

内整備(2施設)放課

款

後児童クラブネットワ

項

ー
・富士松東児童クラ

目

ブ ・亀城第2児童クラ

担

ブ ・富士松北第2児童

当

クラブ ク環境整備（1

係

5施設）
・衣浦児童ク

児

ラブ ・小垣江児童クラ

童

ブ ・単独施設（ＬＡＮ



成係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　放

平

課後児童クラブは、保

成

護者が就労等により昼

２

間家庭に
・法的業務

高

７

い
いない児童の家庭に

年

代わる遊び及び生活の

度

場として児童の
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

平

要 健全育成に重要な役

成

割を担っている。利用

２

する児童は年々
・市民

６

生活上必要である　な

年

ど 増えており、児童の

度

安全性及び増加する利

評

用児童に応じ施
設を整

価

備し定員の拡充を図る

）

必要がある。
　学校敷

刈

地内への放課後児童ク

谷

ラブの整備にあたって

市

は、
・コストの節減、

事

費用対効果
高い

余裕教

務

室の活用、小学校大規

事

模改修事業に合わせた

業

整備を
効率性 ・執行体

評

制の効率性 検討し、校

価

舎内に整備できない場

シ

合に単独施設を建設し

ー

て
・手段の最適性　な

ト

ど いる。

　児童福祉法

（

に規定される事業であ

様

り、市町村の実情に応

式

・市が主体となって実

２

施する
高い

じた事業実

）

施及び利用の促進が求

会

められている。
妥当性

計

　べき事業であるか 　

名

また、総合計画に小学

担

校敷地内への設置及び

当

定員の拡充
・総合計画

部

との整合性　など が位

次

置づけられている。

　

世

就労等により保護者が

代

昼間家庭にいない児童

育

が、放課後

施策への ・

成

施策への貢献度
高い

等

部

に安心・安全に過ごす

一

ことのできる居場所と

般

して整備し
・目標達成

会

度 ており、就労支援、

計

子育て支援策として貢

児

献している。
貢献度 ・

童

市民サービスへの効果

ク

　など

今後の方向性 ■

ラ

拡充　□現状維持　□

ブ

改善・効率化　□縮小

施

　□終期設定　□休止

設

・廃止

　全小学校区の

整

学校敷地内への整備が

備

達成された。今後は、

事

定員を超える利用があ

業

る児童クラブについて

担

整備、定員
の拡充を検

当

討していく。

課 子育て

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

支

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

援

価
　
∨

課

款 項 目 担当係 児童育



児

単位）
実績値 目標値

２

童

４年度 ２５年度 ２６年

福

度 ２７年度 ２９年度

活

祉

動 要保護者対策地域協

係

議会開催回数（回） 1

3

1 1 1 1
指標
活動 実務

1

者会議開催回数（回）

1

12 12 12 12 12
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 117 133 112 271 合計 111,966 円
報償費 102,866 円

財
　
源

特定財源 59 27 36 50 旅費 3,400 円
使用料及び賃借料 5,700 円

一般財源 58 106 76 221

職員人件費　② 3,537 3,507 3,168 2,620

総事業費（①＋②） 3,654 3,640 3,280 2,891

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 保育緊急確保事業費補助金　
（国・県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

子どもが健やかに育つ

６

環境づくり

目
　
　
　
的

年

　地域における要保護

度

児童、要支援児童、特

評

主
た
る
内
容

　「刈谷市

価

要保護者対策地域協議

）

会」の運営
定妊婦、虐

刈

待を受けている高齢者

谷

または障害 を行う。
者

市

、配偶者からの暴力を

事

受けた者等（要保護 ○

務

地域協議会、実務者会

事

議、ケース検討会議
者

業

）の早期発見及び適切

評

な保護、または支援 の

価

開催
並びにその家族等

シ

関係者に対する適切な

ー

支援 ○関係職員の資質

ト

の向上を図るための研

（

修会
を図る。 への参加

様

○福祉関係職員や地域

式

住民等に対する要保護

１

者に関する理解を深め

）

る講演会の開催等の啓

会

発活動

位
置
づ
け

関連計

計

画 刈谷市子ども子育て

名

支援事業計画

根拠法令

担

児童福祉法　児童虐待

当

の防止等に関する法律

部

対象者 要保護者とその

次

家族等関係者 事業期間

世

平成１７年度 ～

実施方

代

法 ■直営　□委託　□

育

指定管理　□補助・助

成

成　□その他

部

一般会計
要保護

Ｂ
　

者

事
　
業
　
実
　
績

２４年

対

度実績 ２５年度実績 ２

策

６年度実績 ２７年度計

地

画

要保護者対策地域協

域

議会、実 要保護者対策

協

地域協議会、実 要保護

議

者対策地域協議会、実

会

要保護者対策地域協議

事

会、実
務者会議、ケー

業

ス検討会議等 務者会議

担

、ケース検討会議等 務

当

者会議、ケース検討会

課

議等 務者会議、ケース

子

検討会議等
を開催 を開

育

催 を開催 を開催

　要保

て

護者対策地域協議会、

支

実務者会議、ケース検

援

討会議等を開催し、関

課

係機関の連携を図ると

款

ともに、要保護児童等

項

に

成果
対する適切な支

目

援を行った。

　虐待が

担

深刻化する前の早期発

当

見・早期対応が必要で

係

ある。

課題

指標名称（



3 2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,844 4,848 4,845 5,070 合計 4,845,400 円
賃金 4,822,800 円

財
　
源

特定財源 2,957 0 0 0 旅費 16,200 円
負担金、補助及び

一般財源 1,887 4,848 4,845 5,070 交付金 6,400 円

職員人件費　② 1,061 1,052 352 374

総事業費（①＋②） 5,905 5,900 5,197 5,444

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

７

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 次世代育成

平

・子育て支援
施策体系

成

施策の内容 子どもが健

２

やかに育つ環境づくり

６

目
　
　
　
的

　家庭児童

年

の福祉に関する相談や

度

援助、指導

主
た
る
内
容

評

　子育て支援課に家庭

価

児童相談室を設置し、

）

業務の充実強化を図り

刈

、児童の生活安定に努

谷

児童福祉専門職員とし

市

て家庭児童相談員を配

事

める。 置することによ

務

り、家庭児童の福祉に

事

関する
業務のうち、専

業

門的知識・技術を必要

評

とする
相談事項につい

価

て、深度のある指導助

シ

言を行
う。

位
置
づ
け

関

ー

連計画 刈谷市子ども・

ト

子育て支援事業計画

根

（

拠法令 市町村児童家庭

様

相談援助指針

対象者 市

式

民 事業期間 昭和５７年

１

度 ～

実施方法 ■直営　

）

□委託　□指定管理　

会

□補助・助成　□その

計

他

名 担当部 次世代育

Ｂ
　
事
　
業
　
実

成

　
績

２４年度実績 ２５

部

年度実績 ２６年度実績

一

２７年度計画

・家庭児

般

童相談員2名の配置 ・

会

家庭児童相談員2名の

計

配置 ・家庭児童相談員

家

2名の配置 ・家庭児童

庭

相談員2名の配置
・対

児

象者への指導助言 ・対

童

象者への指導助言 ・対

相

象者への指導助言 ・対

談

象者への指導助言

　小

事

中学校、幼稚園・保育

業

園、民生・児童委員、

担

個人等からの子どもに

当

関する相談について随

課

時対応し、児童の生活

子

安定

成果
を図った。

　

育

相談内容の多様化・複

て

雑化に伴い、より幅広

支

い知識が求められる。

援

課題

指標名称（単位）

課

実績値 目標値

２４年度

款

２５年度 ２６年度 ２７

項

年度 ２９年度

活動 相談

目

対応件数（件） 60 9

担

5 131 ― ―
指標

 
指

当

標
 

他市との
比較検証

係 児童福祉係



係

で手続未完了者への支

3

払事務及び過

払金の返

2

還等に関する事務が継

1

続される。また、平成24年4月からの新法の児童手当については継続的に対応する必要が
課題

ある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 児童手当受給者数（人）（6月期払い） 13,296 13,241 13,058 ― ―
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 2,859,451 2,846,159 2,974,577 合計 2,846,158,982 円
賃金 2,423,596 円

財
　
源

特定財源 0 2,411,439 2,391,091 2,528,800 旅費 3,360 円
需用費 789,331 円

一般財源 0 448,012 455,068 445,777 役務費 5,912,622 円
委託料 212,220 円

職員人件費　② 5,100 5,260 4,590 4,140 使用料及び賃借料 457,853 円
扶助費 2,836,360,000 円

総事業費（①＋②） 5,100 2,864,711 2,850,749 2,978,717

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの

Ｄ

累積事業費 0 児童手当

　

交付金（国）
児童手当

　

負担金（県）

２８年度

　

以降の事業費見込 0 各

Ｏ

種返還金

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 次世代育

平

成・子育て支援
施策体

成

系
施策の内容 子どもが

２

健やかに育つ環境づく

６

り

目
　
　
　
的

　家庭等

年

における生活の安定に

度

寄与するとと

主
た
る
内

評

容

　中学校修了前の児

価

童を対象として、下記

）

の
もに、次代の社会を

刈

担う児童の健やかな成

谷

長 月額で児童手当・特

市

例給付を支給する。
に

事

資する。 　0歳～3歳

務

未満（一律）　　　　

事

 15,000円
　3

業

歳～小学校修了前（第

評

1・2子）10,00

価

0円
　　　　　〃　　

シ

　 （第3子～） 1

ー

5,000円
　中学生

ト

（一律）　　　　　　

（

　 10,000円
　

様

所得制限世帯（特例給

式

付・一律）5,000

１

円
支給月　2月、6月

）

、10月

位
置
づ
け

関連

会

計画 刈谷市子ども・子

計

育て支援事業計画

根拠

名

法令 児童手当法

対象者

担

小学校修了前の児童を

当

養育している者 事業期

部

間 昭和４９年度 ～

実施

次

方法 ■直営　□委託　

世

□指定管理　□補助・

代

助成　□その他

育成部

一般会計
児

Ｂ

童

　
事
　
業
　
実
　
績

２４

手

年度実績 ２５年度実績

当

２６年度実績 ２７年度

支

計画

児童手当(旧法)

給

の支給（所得 児童手当

事

(新法)の支給、児童

業

児童手当(新法)の支

担

給、児童 児童手当(新

当

法)の支給、児童
更正

課

者分） 手当(旧法)の

子

支給（所得更正 手当(

育

旧法)の支給（所得更

て

正 手当(旧法)の支給

支

（所得更正
者分） 者分

援

） 者分）

　平成22年

課

度子ども手当制度の創

款

設により、児童手当(

項

旧法)の支給は平成2

目

2年6月期の定期支払

担

をもって完了。以後は

当

、

成果
現況届未提出者

係

等の管理・支給を制度

子

に従い適正に行った。

育

　児童手当法の時効の

て

観点により、旧法の児

支

童手当は、平成23年

援

度から平成26年度ま



援

事務及び過払金の返還

係

等に関する事務が継

続

3

される。
課題

指標名称

2

（単位）
実績値 目標値

1

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 子ども手当受給者数（人）（6月期払い） 13,628 0 0 ― ―
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,950,462 0 0 1,086 合計 0 円

財
　
源

特定財源 2,473,624 0 0 914

一般財源 476,838 0 0 172

職員人件費　② 1,768 701 788 531

総事業費（①＋②） 2,952,230 701 788 1,617

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 被用者3歳以上小学校修了前
子ども手当負担金（国）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

平

育成・子育て支援
施策

成

体系
施策の内容 子ども

２

が健やかに育つ環境づ

６

くり

目
　
　
　
的

　家庭

年

等における生活の安定

度

に寄与するとと

主
た
る

評

内
容

　中学校修了前の

価

子どもを対象として、

）

下記
もに、時代の社会

刈

を担う子どもの健やか

谷

な成 の額で子ども手当

市

を支給する。
長に資す

事

る。 平成23年10月

務

分～24年3月分（特

事

別措置法）
○手当月額

業

　0歳～3歳（一律）

評

　　15,000円
　

価

　　　　　3歳～小学

シ

校修了前
　　　　　　

ー

　（第1子・第2子）

ト

　10,000円
　　

（

　　　　　（第3子以

様

降）　　 15,00

式

0円
　　　　　　中学

１

校修了前（一律）10

）

,000円
　    

会

      所得制限

計

　なし
　平成28年度

名

末まで、保留者に対す

担

る支給に
備える。

位
置

当

づ
け

関連計画 刈谷市子

部

ども・子育て支援事業

次

計画

根拠法令 平成23

世

年度における子ども手

代

当の支給等に関する特

育

別措置法

対象者 中学校

成

修了前の子どもの主な

部

生計維持者 事業期間 平

一

成２２年度 ～ 平成２８

般

年度

実施方法 ■直営　

会

□委託　□指定管理　

計

□補助・助成　□その

子

他

ども手当支給事業

Ｂ
　
事
　
業
　
実

担

　
績

２４年度実績 ２５

当

年度実績 ２６年度実績

課

２７年度計画

子ども手

子

当の支給 子ども手当（

育

つなぎ法及び特 子ども

て

手当（つなぎ法及び特

支

子ども手当（つなぎ法

援

及び特
児童手当(新法

課

)の支給 別措置法）の

款

支給 別措置法）の支給

項

別措置法）の支給
　・

目

所得制限6月から
　・

担

適用者手当月額5,0

当

00円

　子ども手当に

係

関する事務を適正に行

子

った

成果

　子ども手当

育

の時効の観点により、

て

平成28年度末まで手

支

続未完了者への支払い



支

年度 ２６年度 ２７年度

援

２９年度

活動 児童扶養

係

手当受給者数（人） 6

3

85 676 707 ― ―

2

指標
 

指標
 

他市との

1

比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 321,886 308,414 304,308 319,844 合計 304,308,378 円
旅費 1,700 円

財
　
源

特定財源 108,730 102,495 101,305 106,461 需用費 189,608 円
役務費 205,000 円

一般財源 213,156 205,919 203,003 213,383 扶助費 303,912,070 円

職員人件費　② 3,190 3,507 3,189 3,391

総事業費（①＋②） 325,076 311,921 307,497 323,235

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 児童扶養手当給付費国庫負担
金（国）

２８年度以降の事業費見込 0 各種返還金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

平

代育成・子育て支援
施

成

策体系
施策の内容 子ど

２

もが健やかに育つ環境

６

づくり

目
　
　
　
的

　父

年

又は母と生計を同じく

度

していない児童が

主
た

評

る
内
容

　母子家庭の母

価

又は父子家庭の父（父

）

又は母
育成される家庭

刈

の生活の安定と自立の

谷

促進に が重度の障害の

市

状態にあるものを含む

事

）に対
寄与するため、

務

当該児童について、児

事

童扶養 し児童扶養手当

業

を支給する。
手当を支

評

給し、もって児童の福

価

祉の増進を図 支給額（

シ

月　額）
る。 　　　　

ー

1人目　　　　　41

ト

,020円
　　　　2

（

人目　　　　　 5,

様

000円
　　　　3人

式

目以降1人　　3,0

１

00円
　　　　所得制

）

限　有
支給月　4月、

会

8月、12月

位
置
づ
け

計

関連計画 刈谷市子ども

名

・子育て支援事業計画

担

根拠法令 児童扶養手当

当

法

対象者 母子家庭の母

部

又は父子家庭の父 事業

次

期間 昭和３７年度 ～

実

世

施方法 ■直営　□委託

代

　□指定管理　□補助

育

・助成　□その他

成部

一般会計
児童扶

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

養

４年度実績 ２５年度実

手

績 ２６年度実績 ２７年

当

度計画

児童扶養手当の

支

支給 児童扶養手当の支

給

給 児童扶養手当の支給

事

児童扶養手当の支給
支

業

給額41,550円→

担

41,430円 支給額

当

41,430円→41

課

,140円 支給額41

子

,140円→41,0

育

20円 支給額41,0

て

20円→42,000

支

円

　母子家庭及び父子

援

家庭等に児童扶養手当

課

を支給することにより

款

、児童の福祉の増進を

項

図ることができた。

成

目

果

　受給者数は減少し

担

ているが、更新手続き

当

を行わない受給者、時

係

効により受給資格を失

子

う者が毎年いる。

課題

育

指標名称（単位）
実績

て

値 目標値

２４年度 ２５



係

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

3

位：千円
２４年度 ２５

2

年度 ２６年度 ２７年度

1

２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 49,495 47,652 48,367 50,282 合計 48,367,200 円
扶助費 48,367,200 円

財
　
源

特定財源 10 0 0 0

一般財源 49,485 47,652 48,367 50,282

職員人件費　② 2,483 2,455 2,133 1,707

総事業費（①＋②） 51,978 50,107 50,500 51,989

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 次世代育

平

成・子育て支援
施策体

成

系
施策の内容 子どもが

２

健やかに育つ環境づく

６

り

目
　
　
　
的

　遺児の

年

健全な育成と福祉の増

度

進を図る。

主
た
る
内
容

評

　母子家庭の母又は父

価

子家庭の父（父又は母

）

が一定以上の障害の状

刈

態にあるものを含む）

谷

に対し遺児手当を支給

市

する。
支給額　　月額

事

2,400円
　　　　

務

　所得制限無し
支給月

事

　　3月（10～3月

業

分）
　　　　　9月（

評

 4～9月分）

位
置
づ

価

け

関連計画 刈谷市子ど

シ

も・子育て支援事業計

ー

画

根拠法令 刈谷市遺児

ト

手当支給条例

対象者 母

（

子家庭の母又は父子家

様

庭の父 事業期間 昭和４

式

６年度 ～

実施方法 ■直

１

営　□委託　□指定管

）

理　□補助・助成　□

会

その他

計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業

育

　
実
　
績

２４年度実績

成

２５年度実績 ２６年度

部

実績 ２７年度計画

遺児

一

手当の支給 遺児手当の

般

支給 遺児手当の支給 遺

会

児手当の支給

　遺児手

計

当を支給することによ

遺

り、福祉の増進を図る

児

ことができた。

成果

　

手

愛知県遺児手当は5年

当

間限定の制度であり、

支

また平成２５年度から

給

手当の減額、年金受給

事

者への支給廃止等を行

業

った。

市単独の手当は

担

、月額2,400円の

当

妥当性、所得制限を設

課

けるべきか等を検討す

子

る必要がある。
課題

指

育

標名称（単位）
実績値

て

目標値

２４年度 ２５年

支

度 ２６年度 ２７年度 ２

援

９年度

活動 遺児手当受

課

給者数（人） 1,21

款

5 1,200 1,23

項

7 ― ―
指標

 
指標

 
他

目

市との
比較検証

担当係 子育て支援

Ｃ
　



係

介護給付費給付件数（

3

件） 1,334 1,7

2

68 2,485 ― ―
指

1

標
 

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 120,568 155,787 204,756 247,543 合計 204,756,001 円
需用費 24,871 円

財
　
源

特定財源 87,865 99,075 143,991 182,542 役務費 313,990 円
委託料 2,700,000 円

一般財源 32,703 56,712 60,765 65,001 負担金、補助及び
交付金 700,000 円

職員人件費　② 2,830 2,805 3,520 2,620 扶助費 201,017,140 円

総事業費（①＋②） 123,398 158,592 208,276 250,163

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 障害児通所支援事業費補助金
（国・県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 障害児・

平

者福祉
施策体系

施策の

成

内容 障害福祉サービス

２

の充実

目
　
　
　
的

　障

６

害児通所支援として障

年

害児にとって身近

主
た

度

る
内
容

　障害児等が日

評

常生活や集団生活への

価

適応な
な地域において

）

、障害の種別にかかわ

刈

らず、 どの指導・訓練

谷

を受ける障害児通所支

市

援の利
かつ障害特性に

事

応じた専門的な支援を

務

行う。 用に対する障害

事

児通所給付費を、国保

業

連合会
を通じて施設、

評

事業所に給付する。
　

価

また、市内で児童発達

シ

支援を行う事業(基準

ー

あり）に対し、その運

ト

営の安定を図るため、

（

補助金を交付する。
 

様

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

式

市障害者計画　刈谷市

１

子ども・子育て支援事

）

業計画

根拠法令 児童福

会

祉法

対象者 障害児及び

計

発達に心配のある児童

名

事業期間 平成１５年度

担

～

実施方法 ■直営　□

当

委託　□指定管理　□

部

補助・助成　□その他

次世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

計

績

２４年度実績 ２５年

障

度実績 ２６年度実績 ２

害

７年度計画

・障害児通

児

所支援に係る補助 ・障

通

害児通所支援に係る補

所

助 ・障害児通所支援に

支

係る補助 ・障害児通所

援

支援に係る補助
金の交

事

付 金の交付 金の交付 金

業

の交付
・障害児通所支

担

援に係る通所 ・障害児

当

の相談業務に係る委 ・

課

障害児の相談業務に係

子

る委 ・障害児通所支援

育

に係る通所
給付費の支

て

給 託 託 給付費の支給
・

支

障害児通所支援に係る

援

通所 ・障害児通所支援

課

に係る通所
給付費の支

款

給 給付費の支給

　障害

項

児通所支援事業に対す

目

る通所給付費の給付、

担

事業者への補助金の交

当

付、委託を適正に行っ

係

た。

成果

　事業移管の

児

検討

課題

指標名称（単

童

位）
実績値 目標値

２４

福

年度 ２５年度 ２６年度

祉

２７年度 ２９年度

活動



目

高さを伺うことができ

担

る。事業開始

当初は、

当

安全基準を満たす自転

係

車が比較的高価であっ

子

たが、現在では安価な

育

ものも流通している。

て

平成24年10月に補

支

助額
課題

の減額を行っ

援

た後、申請件数は減少

係

傾向にあるが、事業継

3

続に関する要望も高い

2

ため、補助金交付事業

1

を継続する。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 自転車購入費補助件数（台） 405 218 245 400 ―
指標

 
指標

豊田市では当初の計画どおり平成24年3月末で事業を終了させた。 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,515 4,334 4,867 8,000 合計 4,866,700 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 4,866,700 円

一般財源 11,515 4,334 4,867 8,000

職員人件費　② 1,422 2,104 993 794

総事業費（①＋②） 12,937 6,438 5,860 8,794

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

平

全

基本施策 次世代育成

成

・子育て支援
施策体系

２

施策の内容 子どもが健

６

やかに育つ環境づくり

年

目
　
　
　
的

　日常生活

度

において、自転車に保

評

護者と同乗

主
た
る
内
容

価

　基準を満たす幼児2

）

人同乗用自転車を購入

刈

し
する幼児の安全性を

谷

確保し、安全基準を満

市

た た者に対し、一定額

事

の補助金を交付する。

務

した自転車を必要とし

事

て購入した子育て家庭

業

○要　件
への経済的負

評

担の軽減を図る。 　幼

価

児2人同乗用自転車を

シ

自らが養育する小学
校

ー

就学前の子どもの送迎

ト

等に使用する目的で
購

（

入する個人で、市内に

様

住所を有する者
○補助

式

額
　幼児2人同乗用自

１

転車、幼児用座席及び

）

ヘル
メットの購入費の

会

2分の1に相当する額

計

で、上
限2万円

位
置
づ

名

け

関連計画

根拠法令 刈

担

谷市幼児2人同乗自転

当

車購入費補助金交付要

部

綱

対象者 幼児2人同乗

次

用自転車を購入した者

世

事業期間 平成２１年度

代

～

実施方法 ■直営　□

育

委託　□指定管理　□

成

補助・助成　□その他

部

一般会計
幼児２人

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

同

績

２４年度実績 ２５年

乗

度実績 ２６年度実績 ２

用

７年度計画

刈谷市幼児

自

2人同乗用自転車購刈

転

谷市幼児2人同乗用自

車

転車購刈谷市幼児2人

購

同乗用自転車購刈谷市

入

幼児2人同乗用自転車

費

購
入費補助金交付要綱

補

に則り、 入費補助金交

助

付要綱に則り、 入費補

事

助金交付要綱に則り、

業

入費補助金交付要綱に

担

則り、
補助金の交付 補

当

助金の交付 補助金の交

課

付 補助金の交付
10月

子

より上限額2万円

　子

育

育て支援の観点から、

て

遅滞なく補助金を交付

支

することができた

成果

援

　平成21年10月の

課

事業開始以来、見込み

款

を上回る申請件数であ

項

り、保護者のニーズの



2

けているものの、件数

1

が少なく周知が必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 相談指導件数（件） 722 746 731 ― ―
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,148 2,145 2,153 2,237 合計 2,152,955 円
賃金 2,140,875 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 10,580 円
需用費 500 円

一般財源 2,148 2,145 2,153 2,237 負担金、補助及び
交付金 1,000 円

職員人件費　② 354 210 218 382

総事業費（①＋②） 2,502 2,355 2,371 2,619

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

７

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

（

基本施策 次世代育成・

平

子育て支援
施策体系

施

成

策の内容 子どもが健や

２

かに育つ環境づくり

目

６

　
　
　
的

　母子家庭、

年

寡婦及び父子家庭の生

度

活の安定

主
た
る
内
容

　

評

母子等自立支援員を配

価

置し、母子家庭、寡
と

）

向上のために必要な措

刈

置を講じ、もって母 婦

谷

及び父子家庭に対し、

市

相談、指導、就業能
子

事

家庭、寡婦及び父子家

務

庭の福祉の増進を図 力

事

の向上及び求職活動に

業

関する支援を行う。
る

評

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

価

谷市子ども・子育て支

シ

援事業計画

根拠法令 母

ー

子及び寡婦福祉法　母

ト

子家庭の母の就業の支

（

援に関する特別措置法

様

対象者 母子家庭、寡婦

式

及び父子家庭 事業期間

１

平成１５年度 ～

実施方

）

法 ■直営　□委託　□

会

指定管理　□補助・助

計

成　□その他

名 担当部 次世代育

Ｂ
　

成

事
　
業
　
実
　
績

２４年

部

度実績 ２５年度実績 ２

一

６年度実績 ２７年度計

般

画

母子等自立支援員を

会

配置し、 母子等自立支

計

援員を配置し、 母子等

母

自立支援員を配置し、

子

母子等自立支援員を配

相

置し、
相談、指導、就

談

業能力の向上 相談、指

事

導、就業能力の向上 相

業

談、指導、就業能力の

担

向上 相談、指導、就業

当

能力の向上
及び求職活

課

動に関する支援の 及び

子

求職活動に関する支援

育

の 及び求職活動に関す

て

る支援の 及び求職活動

支

に関する支援の
実施 実

援

施 実施 実施

　生活一般

課

、児童、生活援護等の

款

相談を受け、適切な支

項

援を行った。

成果

　相

目

談件数は700件前後

担

で推移しており、毎年

当

増加傾向にある。相談

係

を受けた時点では、一

子

定の成果がでている感

育

触があ

るものの、その

て

後の自立等に関しては

支

追跡がしにくく、支援

援

の成果を把握しにくい

係

状況にある。また、父

3

子家庭の相談も
課題

受



1

度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,540 4,667 10,057 21,684 合計 10,057,309 円
扶助費 10,057,309 円

財
　
源

特定財源 2,292 3,328 7,386 16,263

一般財源 2,248 1,339 2,671 5,421

職員人件費　② 2,830 2,805 2,816 2,246

総事業費（①＋②） 7,370 7,472 12,873 23,930

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 児童入所施設措置費等負担金
（国・県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

７

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 次世代育成・子

平

育て支援
施策体系

施策

成

の内容 子どもが健やか

２

に育つ環境づくり

目
　

６

　
　
的

　配偶者のない

年

女性とその者の監護す

度

べき児

主
た
る
内
容

　配

評

偶者のない女性とその

価

者の監護すべき児
童の

）

福祉に欠けるところが

刈

ある場合、施設に 童が

谷

入所した母子生活支援

市

施設に対し、母子
入所

事

させて保護するととも

務

に、自立の促進の 生活

事

支援施設措置費を給付

業

する。
ためにその生活

評

を支援する。

位
置
づ
け

価

関連計画 刈谷市子ども

シ

・子育て支援事業計画

ー

根拠法令 児童福祉法　

ト

刈谷市児童福祉法施行

（

細則

対象者 住居のない

様

女性とその児童 事業期

式

間 ～

実施方法 ■直営　

１

□委託　□指定管理　

）

□補助・助成　□その

会

他

計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業
　
実

育

　
績

２４年度実績 ２５

成

年度実績 ２６年度実績

部

２７年度計画

2世帯7

一

人の措置を実施 1世帯

般

3人の措置を実施 4世

会

帯13人の措置を実施

計

適切な措置の実施

　さ

施

まざまな事情で入所さ

設

れた母子に対し、自立

措

の促進のためにその生

置

活を支援することがで

事

きた。

成果

　ＤＶ被害

業

者が増加する中、相談

担

体制を充実させスピー

当

ドをもって一時保護や

課

施設入所につなげてい

子

くよう業務を遂行し

な

育

くてはならない。
課題

て

指標名称（単位）
実績

支

値 目標値

２４年度 ２５

援

年度 ２６年度 ２７年度

課

２９年度

活動 措置入所

款

世帯数（世帯） 2 1 4

項

― ―
指標

 
指標

 
他市

目

との
比較検証

担当係 児童福祉係

Ｃ
　
事

3

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

2

：千円
２４年度 ２５年



子

1 3 2 ― ―
指標
活動 家

育

庭生活支援員派遣回数

て

（回） 93 97 177

支

― ―
指標

 
他市との
比

援

較検証

係

3 2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 297 337 536 365 合計 535,973 円
委託料 535,973 円

財
　
源

特定財源 182 192 284 274

一般財源 115 145 252 91

職員人件費　② 354 210 218 382

総事業費（①＋②） 651 547 754 747

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 母子家庭等日常生活支援事業
費補助金（県）

２８年度以降の事業費見込 0 母子家庭等日常生活支援利用
者負担金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

平

策 次世代育成・子育て

成

支援
施策体系

施策の内

２

容 子どもが健やかに育

６

つ環境づくり

目
　
　
　

年

的

　母子家庭の母、父

度

子家庭の父及び寡婦が

評

、

主
た
る
内
容

○派　遣

価

　1日につき8時間以

）

内
自立促進に必要な事

刈

由、社会的な事由又は

谷

生 　　　　1月につき

市

5日以内
活環境等の変

事

化により、一時的に日

務

常生活を ○負　担（１

事

時間）
営むのに支障が

業

生じている場合に、家

評

庭生活 　生活保護世帯

価

・市民税非課税世帯　

シ

0円
支援員を派遣し、

ー

母子家庭の母、父子家

ト

庭の 　児童扶養手当受

（

給水準の世帯　　15

様

0円
父及び寡婦の生活

式

の安定を図る。 　上記

１

以外の世帯　　　　　

）

　　　300円
○委託

会

先　刈谷市社会福祉協

計

議会

位
置
づ
け

関連計画

名

刈谷市子ども・子育て

担

支援事業計画

根拠法令

当

母子及び寡婦福祉法　

部

刈谷市母子家庭等日常

次

生活支援事業実施要綱

世

対象者 母子家庭、父子

代

家庭、寡婦家庭 事業期

育

間 平成１６年度 ～

実施

成

方法 □直営　■委託　

部

□指定管理　□補助・

一

助成　□その他

般会計
母子家庭等

Ｂ

日

　
事
　
業
　
実
　
績

２４

常

年度実績 ２５年度実績

生

２６年度実績 ２７年度

活

計画

家庭生活支援員の

支

派遣 家庭生活支援員の

援

派遣 家庭生活支援員の

事

派遣 家庭生活支援員の

業

派遣

　派遣依頼者のニ

担

ーズに合わせ、支援員

当

を派遣することができ

課

た。

成果

　平成16年

子

度から実施しているが

育

、利用率は低い事業で

て

ある。利用率を上げる

支

ことを目標にする事業

援

ではないが、潜在的

な

課

利用希望者への周知等

款

必要である。
課題

指標

項

名称（単位）
実績値 目

目

標値

２４年度 ２５年度

担

２６年度 ２７年度 ２９

当

年度

活動 家庭生活支援

係

員派遣家庭件数（件）



支

名称（単位）
実績値 目

援

標値

２４年度 ２５年度

係

２６年度 ２７年度 ２９

3

年度

活動 自立支援教育

2

訓練給付金受給者数（

1

人） 2 0 0 ― ―
指標
活動 高等技能訓練促進費受給者数（人） 1 3 4 ― ―
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,715 4,330 4,117 6,717 合計 4,117,000 円
扶助費 4,117,000 円

財
　
源

特定財源 1,285 3,679 4,100 5,037

一般財源 430 651 17 1,680

職員人件費　② 354 210 218 382

総事業費（①＋②） 2,069 4,540 4,335 7,099

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 母子家庭等対策総合支援事業
費補助金（国）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

平

代育成・子育て支援
施

成

策体系
施策の内容 子ど

２

もが健やかに育つ環境

６

づくり

目
　
　
　
的

　母

年

子家庭の母又は父子家

度

庭の父の主体的な

主
た

評

る
内
容

○自立支援教育

価

訓練給付金
能力開発の

）

取り組みを支援をする

刈

ことによっ 講　座　国

谷

が指定した講座
て、母

市

子家庭及び父子家庭の

事

雇用の安定、自 給付額

務

　20％（4,000

事

円～100,000円

業

）
立促進を図る。 ○高

評

等職業訓練促進給付金

価

  
資　格　看護師、

シ

介護福祉士、保育士等

ー

　給付額　100,0

ト

00円／月　70,5

（

00円／月

位
置
づ
け

関

様

連計画 刈谷市子ども・

式

子育て支援事業計画

根

１

拠法令 母子及び寡婦福

）

祉法

対象者 母子家庭の

会

母（児童扶養手当全部

計

停止除く 事業期間 平成

名

１６年度 ～

実施方法 ■

担

直営　□委託　□指定

当

管理　□補助・助成　

部

□その他

次世代育成部

一般

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２４年度実

計

績 ２５年度実績 ２６年

母

度実績 ２７年度計画

自

子

立支援教育訓練給付金

家

及び 自立支援教育訓練

庭

給付金及び 自立支援教

自

育訓練給付金及び 自立

立

支援教育訓練給付金及

支

び
高等技能訓練促進費

援

の支給 高等技能訓練促

事

進費の支給 高等職業訓

業

練促進給付金の支 高等

担

職業訓練促進給付金の

当

支
給付額141,00

課

0円→100,000

子

円 給 給
高等技能訓練促

育

進費→高等職
業訓練促

て

進給付金

　高等職業訓

支

練促進給付金等支給す

援

ることにより、母子家

課

庭の母の自立促進を図

款

った。

成果

　高等職業

項

訓練がその後の就職等

目

に結びつくとは限らず

担

、修了後の支援も必要

当

である。平成25年度

係

から父子家庭の父も給

子

付の対象になったので

育

、ホームページ等で周

て

知していく。
課題

指標



育て支援係

3 2

Ｃ
　
事

1

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6 0 0 49 合計 0 円

財
　
源

特定財源 1 0 0 0

一般財源 5 0 0 49

職員人件費　② 71 70 77 382

総事業費（①＋②） 77 70 77 431

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

防災
施策体系

施策の内

成

容 災害に強いまちづく

２

り

目
　
　
　
的

　地震発

６

生時における家具の転

年

倒による事故

主
た
る
内

度

容

　母子世帯（義務教

評

育就学中又は就学以前

価

の
の防止を図り、母子

）

世帯が安心して生活で

刈

き 児童を有するもの）

谷

を災害時要保護世帯と

市

し
る環境を整備し、災

事

害発生時の母子世帯の

務

安 て、家具転倒防止金

事

具取付の援助を行う。

業

全の確保と被害の軽減

評

を図る。 委託先　シル

価

バー人材センター

位
置

シ

づ
け

関連計画 刈谷市子

ー

ども・子育て支援事業

ト

計画

根拠法令 愛知県緊

（

急市町村地震防災対策

様

事事業費補助金交付要

式

綱

対象者 中学生以下の

１

児童と母親のみの母子

）

世帯 事業期間 平成１８

会

年度 ～

実施方法 □直営

計

　■委託　□指定管理

名

　□補助・助成　□そ

担

の他

当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

２４年度実績 ２

般

５年度実績 ２６年度実

会

績 ２７年度計画

家具転

計

倒防止金具取付の援助

家

実績なし 実績なし 家具

具

転倒防止金具取付の援

転

助
及び事業のＰＲ

　平

倒

成20年度以降実績は

防

なかったが、平成24

止

年度に1件申請があっ

器

た。

成果

　対象が母子

具

世帯（義務教育就学中

取

又は就学以前の児童を

付

有するもの）となって

事

おり、賃貸物件に居住

業

する対象家庭が多

く、

担

あまりニーズがないの

当

が現状である。他に、

課

高齢者世帯、障害者世

子

帯を対象とした事業展

育

開が図られており、そ

て

れら
課題

の動向と防災

支

部署の意向を踏まえ検

援

討する。

指標名称（単

課

位）
実績値 目標値

２４

款

年度 ２５年度 ２６年度

項

２７年度 ２９年度

活動

目

家具転倒防止金具取付

担

世帯数（世帯） 1 0 0

当

3 3
指標

 
指標

 
他市

係

との
比較検証

子



係

５年度 ２６年度 ２７年

3

度 ２６年度

（決算） （

2

決算） （決算） （予算

1

） 事業費内訳

事業費　① 9 9 29 41,846 合計 28,835 円
役務費 28,835 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 41,846

一般財源 9 9 29 0

職員人件費　② 354 351 282 2,246

総事業費（①＋②） 363 360 311 44,092

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 施設賠償責任保険金収入

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 障害児・

平

者福祉
施策体系

施策の

成

内容 障害福祉サービス

２

の充実

目
　
　
　
的

　知

６

的障害児等がその発達

年

段階に応じて自立

主
た

度

る
内
容

　児童発達支援

評

センター「しげはら園

価

」の管
した日常生活を

）

営み、社会適応能力を

刈

身につ 理運営を行う。

谷

けられるよう支援する

市

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

事

谷市子ども・子育て支

務

援事業計画

根拠法令 児

事

童福祉法

対象者 知的障

業

害児及び発達に心配の

評

ある児童 事業期間 昭和

価

４４年度 ～

実施方法 ■

シ

直営　□委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

２４年度実

当

績 ２５年度実績 ２６年

部

度実績 ２７年度計画

児

次

童福祉法の改正により

世

、し 刈谷市社会福祉協

代

議会を指定 刈谷市社会

育

福祉協議会を指定 刈谷

成

市の直営による施設の

部

管
げはら園は児童発達

一

支援セン 管理者とし、

般

施設の管理運営 管理者

会

とし、施設の管理運営

計

理運営を行う。
ターと

し

位置づけられたが、従

げ

を行う。 を行う。
来ど

は

おり刈谷市社会福祉協

ら

議
会を指定管理者とし

園

、施設の
管理運営を行

管

う。

　平成27年度よ

理

り刈谷市社会福祉協議

事

会の指定管理から市直

業

営に移行した。

成果

　

担

市直営後も利用者サー

当

ビスの向上に努める。

課

課題

指標名称（単位）

子

実績値 目標値

２４年度

育

２５年度 ２６年度 ２７

て

年度 ２９年度

活動 しげ

支

はら園入園児童数 25

援

27 33 － －
指標

指標

課

他市との
比較検証

款 項 目 担当係 児童

Ｃ

福

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

祉

単位：千円
２４年度 ２



係

件費　② 354 351

3

282 75

総事業費（

2

①＋②） 704 2,7

1

07 1,647 2,175

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 障害児・

平

者福祉
施策体系

施策の

成

内容 障害福祉サービス

２

の充実

目
　
　
　
的

　刈

６

谷市立しげはら園の施

年

設、設備補修を行

主
た

度

る
内
容

○トイレブース

評

と便器の取替え
い、安

価

全な保育環境の確保に

）

資する。 ○トイレの換

刈

気扇の取替え

位
置
づ
け

谷

関連計画 刈谷市子ども

市

・子育て支援事業計画

事

根拠法令 児童福祉法

対

務

象者 知的障害児及び発

事

達に心配のある児童 事

業

業期間 昭和４４年度 ～

評

実施方法 ■直営　□委

価

託　□指定管理　□補

シ

助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

名

２４年度実績 ２５年度

担

実績 ２６年度実績 ２７

当

年度計画

自動扉の取替

部

え ・幼児トイレの床 ・

次

トイレブースと便器の

世

取替 ・屋上人工芝の張

代

替え等工事
・プレイス

育

ペースの改修 え ・遊戯

成

室の床塗装修繕
・非常

部

等の取り替え ・トイレ

一

の換気扇の取替え

　園

般

児にとって安心・安全

会

な施設整備を図った。

計

成果

課題

指標名称（単

し

位）
実績値 目標値

２４

げ

年度 ２５年度 ２６年度

は

２７年度 ２９年度

活動

ら

補修箇所数(箇所） 1

園

3 2 2 ―
指標

指標

他市

補

との
比較検証

修事業
担当課 子育

Ｃ
　
事

て

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

支

：千円
２４年度 ２５年

援

度 ２６年度 ２７年度 ２

課

６年度

（決算） （決算

款

） （決算） （予算） 事

項

業費内訳

事業費　① 3

目

50 2,356 1,3

担

65 2,100 合計 1

当

,365,155 円

係

需用費 1,365,1

児

55 円

財
　
源

特定財

童

源 0 0 0 0

一般財源 3

福

50 2,356 1,3

祉

65 2,100

職員人



3

として多くの子ども 成

2

の機会として多くの子

2

ども
会行事の開催を支援した。 会行事の開催を支援した。 会行事の開催を支援する。 会行事の開催を支援する。

　市内の単位子ども会に活動費補助金を交付し、地域の子どもの健全育成を支援することができた。

成果

　子ども会会員数の減少及び単位子ども会の休会がみられるため、会員数の維持、増加を図る必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 単位子ども会数（団体） 109 108 109 109 109
指標
成果 子ども会会員数（人） 4,690 4,492 4,146 4,146 4,146
指標

安城市：126団体、7,820人　高浜市：11団体、463人　知立市：29団体、1,894人　碧南市：27団体、3,562
他市との 人
比較検証 （平成27年3月31日現在）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,495 1,457 1,506 1,748 合計 1,505,860 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,505,860 円

一般財源 1,495 1,457 1,506 1,748

職員人件費　② 3,891 4

Ｄ

,208 3,168 4

　

,117

総事業費（①

　

＋②） 5,386 5,

　

665 4,674 5,

Ｏ

865

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

　

２６年度特定財源名称

∧

２６年度までの累積事

　

業費 0

２８年度以降の

　

事業費見込 0

実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

７

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 次世代育成

平

・子育て支援
施策体系

成

施策の内容 子どもの居

２

場所づくり

目
　
　
　
的

６

　刈谷市子ども会育成

年

連絡協議会に所属する

度

主
た
る
内
容

　市内の単

評

位子ども会に子ども会

価

活動費を補
地域の子ど

）

も会を補助することで

刈

、より活発 助する。
な

谷

活動を促進するととも

市

に、児童の健全育成
を

事

図る。

位
置
づ
け

関連計

務

画 刈谷市子ども・子育

事

て支援事業計画

根拠法

業

令 児童福祉法

対象者 子

評

ども会 事業期間 昭和３

価

６年度 ～

実施方法 ■直

シ

営　□委託　□指定管

ー

理　■補助・助成　□

ト

その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業

担

　
実
　
績

２４年度実績

当

２５年度実績 ２６年度

部

実績 ２７年度計画

　子

次

ども会活動費（単位子

世

ど 　子ども会活動費（

代

単位子ど 　子ども会活

育

動費（単位子ど 　子ど

成

も会活動費（単位子ど

部

も会あたり13,00

一

0円、会員数5も会あ

般

たり13,000円、

会

会員数5も会あたり1

計

3,500円、会員数

子

5も会あたり13,5

ど

00円、会員数5
0人

も

を超える子ども会には

会

13,00人を超える

助

子ども会には13,0

成

0人を超える子ども会

事

には13,50人を超

業

える子ども会には13

担

,5
00円に120円

当

×超えた人数を加00

課

円に120円×超えた

子

人数を加00円に13

育

0円×超えた人数を加

て

00円に130円×超

支

えた人数を加
算した額

援

）を補助することに 算

課

した額）を補助するこ

款

とに 算した額）を補助

項

することに 算した額）

目

を補助することに
より

担

、子どもたちの健全な

当

育 より、子どもたちの

係

健全な育 より、子ども

児

たちの健全な育 より、

童

子どもたちの健全な育

育

成の機会として多くの

成

子ども 成の機会として

係

多くの子ども 成の機会



係

年度 ２５年度 ２６年度

3

２７年度 ２６年度

（決

2

算） （決算） （決算）

2

（予算） 事業費内訳

事業費　① 0 169 149 324 合計 148,500 円
扶助費 148,500 円

財
　
源

特定財源 0 99 131 203

一般財源 0 70 18 121

職員人件費　② 354 351 422 823

総事業費（①＋②） 354 520 571 1,147

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 保育緊急確保事業費補助金（
国・県）

２８年度以降の事業費見込 0 子育て短期支援利用者負担金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 次世代育

平

成・子育て支援
施策体

成

系
施策の内容 子どもが

２

健やかに育つ環境づく

６

り

目
　
　
　
的

　保護者

年

の傷病等により家庭に

度

おける養育が

主
た
る
内

評

容

　近隣市の児童養護

価

施設及び乳児院、また

）

は
一時的に困難となっ

刈

た児童を、児童福祉施

谷

設 養育者への委託によ

市

り、ショートステイを

事

実
等において一定期間

務

養育し、児童の福祉の

事

増 施する。
進を図る。

業

　　

位
置
づ
け

関連計画

評

刈谷市子ども・子育て

価

支援事業計画

根拠法令

シ

子育て短期支援事業実

ー

施要綱

対象者 市内在住

ト

の18歳未満の児童 事

（

業期間 平成１４年度 ～

様

実施方法 □直営　■委

式

託　□指定管理　□補

１

助・助成　□その他

）

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

代

２４年度実績 ２５年度

育

実績 ２６年度実績 ２７

成

年度計画

・7施設と委

部

託契約 ・8施設と委託

一

契約 ・8施設と委託契

般

約 子育て短期支援事業

会

の実施
・実績なし ・1

計

0件の利用実績 ・8件

子

の利用実績

　新たに1

育

施設、契約先を増やし

て

全8施設と契約を結び

短

、利用者が幅広く利用

期

できるよう環境を整備

支

した。

成果

　利用に結

援

びつくよう広報活動と

事

、適切な利用を促すた

業

めのルール作りの整備

担

が必要である。

課題

指

当

標名称（単位）
実績値

課

目標値

２４年度 ２５年

子

度 ２６年度 ２７年度 ２

育

９年度

活動 委託契約の

て

児童福祉施設数（施設

支

） 7 8 8 8 8
指標
成果

援

利用件数 0 10 8 ― ―

課

指標
 

他市との
比較検

款

証

項 目 担当係 児童福

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

祉

ス
　
ト

単位：千円
２４



援

か否か精査する必要が

係

ある。

指標名称（単位

3

）
実績値 目標値

２４年

2

度 ２５年度 ２６年度 ２

2

７年度 ２９年度

活動 臨時保育室の設置事業数（事業） 85 96 98 100 100
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,232 3,817 2,695 4,074 合計 2,694,598 円
報償費 2,674,850 円

財
　
源

特定財源 717 0 0 0 需用費 19,748 円

一般財源 2,515 3,817 2,695 4,074

職員人件費　② 361 1,753 1,415 2,253

総事業費（①＋②） 3,593 5,570 4,110 6,327

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

平

育成・子育て支援
施策

成

体系
施策の内容 子ども

２

が健やかに育つ環境づ

６

くり

目
　
　
　
的

　子育

年

て中の親が、生涯学習

度

や文化活動に参

主
た
る

評

内
容

　講演会、講習会

価

等開催時に会議室等で

）

臨時
加できる環境を整

刈

える。 保育室「カンガ

谷

ルールーム」を設置し

市

、託児
サポーター「マ

事

マハウス」が保育を行

務

う。

位
置
づ
け

関連計画

事

刈谷市子ども・子育て

業

支援事業計画

根拠法令

評

 

対象者 子育て（未就

価

学児）中の親 事業期間

シ

平成１５年度 ～

実施方

ー

法 ■直営　□委託　□

ト

指定管理　□補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

２４年

部

度実績 ２５年度実績 ２

次

６年度実績 ２７年度計

世

画

臨時保育室「カンガ

代

ルールー 臨時保育室「

育

カンガルールー 臨時保

成

育室「カンガルールー

部

臨時保育室「カンガル

一

ールー
ム」の設置 ム」

般

の設置 ム」の設置 ム」

会

の設置

　臨時保育室に

計

ついては、平成14年

臨

度の第1回男女共同参

時

画推進委員会及びエン

保

ゼルプラン推進部会に

育

おいて、関係部署

成果

室

との調整、連携が不可

設

欠な検討課題として挙

置

げられ、関係7課の担

事

当係長等からなる設置

業

検討会を開催し、臨時

担

保育室に

ついての考え

当

方について検討し、第

課

2回合同推進委員会等

子

での報告・承認を経て

育

15年度から事業とし

て

て開始している。事

業

支

開始以来、設置事業数

援

等は着実に増えてきて

課

おり、市民ニーズの高

款

さを伺うことができる

項

。

　無料で利用できる

目

臨時保育室の利用者負

担

担について検討する必

当

要がある。

  臨時保

係

育室設置の本来の目的

子

から、育児からの解放

育

手段となっていること

て

。
課題

　臨時保育室を

支

設置すべき事業である



祉係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

3

　
ト

単位：千円
２４年

2

度 ２５年度 ２６年度 ２

2

７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,187 5,046 5,221 5,835 合計 5,220,814 円
賃金 3,076,950 円

財
　
源

特定財源 2,659 3,610 3,598 3,550 旅費 7,750 円
需用費 58,640 円

一般財源 1,528 1,436 1,623 2,285 役務費 43,120 円
委託料 2,034,354 円

職員人件費　② 2,476 2,455 2,816 2,321

総事業費（①＋②） 6,663 7,501 8,037 8,156

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 病児・病後児保育事業費補助
金（県）

２８年度以降の事業費見込 0 病児・病後児保育利用者負担
金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

平

育成・子育て支援
施策

成

体系
施策の内容 子ども

２

が健やかに育つ環境づ

６

くり

目
　
　
　
的

　働く

年

親にとって、子どもが

度

病気の時に何日

主
た
る

評

内
容

　市内在住の生後

価

6月から小学校3年生

）

までの
も仕事を休むこ

刈

とが困難であるため、

谷

病気ま 児童を対象に、

市

かりがね病児ケアルー

事

ムにお
たはその回復期

務

に子どもを一時的に預

事

かり、 いて指導・協力

業

医療機関のもと、病児

評

・病後
支援する。 児保

価

育を実施する。

位
置
づ

シ

け

関連計画 刈谷市子ど

ー

も・子育て支援事業計

ト

画

根拠法令 病児病後児

（

保育事業実施要綱

対象

様

者 主たる内容欄参照 事

式

業期間 平成１９年度 ～

１

実施方法 ■直営　■委

）

託　□指定管理　□補

会

助・助成　□その他

計名 担当部 次世代育

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

成

２４年度実績 ２５年度

部

実績 ２６年度実績 ２７

一

年度計画

病児・病後児

般

保育室の運営 病児・病

会

後児保育室の運営 病児

計

・病後児保育室の運営

病

病児・病後児保育室の

児

運営

　病児・病後児保

・

育の運営について適切

病

に遂行することが出来

後

た。また新たに親愛の

児

里保育園においても事

保

業を開始した

成果
。

　

育

親愛の里保育園との連

事

携により市内2ヶ所で

業

事業を展開、申請者全

担

てを受け入れる体制を

当

整備する。

課題

指標名

課

称（単位）
実績値 目標

子

値

２４年度 ２５年度 ２

育

６年度 ２７年度 ２９年

て

度

活動 病児・病後児保

支

育室設置数（か所） 1

援

1 2 2 2
指標
成果 利用

課

件数（件） 96 173

款

189 200 200
指

項

標
 

他市との
比較検証

目 担当係 児童福



支

を交付することで団体

援

の活動に寄与し、地域

係

の子育て家庭を見守る

3

環境づくりに繋

成果
が

2

った。

　また、子育て

2

支援団体ネットワーク会議を開催することで、各団体の情報交換、交流はもとより、補助金制度を周知す

るなど、ネットワークを構築することができた。

　団体の活動に対し補助金を交付するだけでなく、団体の活動見学やネットワーク会議を継続して実施することにより、

団体間、行政とのネットワークを継続強化していく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 子育て支援団体ネットワーク会議開催回数（回） 2 2 2 2 2
指標
成果 補助金交付団体数（団体） 11 11 11 12 13
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 452 415 450 540 合計 450,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 450,000 円

一般財源 452 415 450 540

職員人件費　② 714 1,403 718 1,505

総事業費（①＋②） 1,166 1,818 1,168 2,045

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

平

代育成・子育て支援
施

成

策体系
施策の内容 地域

２

における子育て支援

目

６

　
　
　
的

　地域等を拠

年

点とした子育て支援団

度

体の活動

主
た
る
内
容

○

評

子育て支援団体ネット

価

ワーク会議の開催
を支

）

援することにより、親

刈

同士、子ども同士 ○地

谷

域子育支援団体に補助

市

金を交付
の交流の拡大

事

、身近な子育ての相談

務

相手の確 　＜補助額＞

事

保を図る。 　　発足か

業

ら5年以内　　5万円

評

　　　　　　6年目以

価

降　4万円

位
置
づ
け

関

シ

連計画 刈谷市子ども・

ー

子育て支援事業計画

根

ト

拠法令 刈谷市地域組織

（

活動育成事業補助金交

様

付事務取扱基準

対象者

式

地域を拠点とした子育

１

て支援組織 事業期間 平

）

成２２年度 ～

実施方法

会

■直営　□委託　□指

計

定管理　■補助・助成

名

　□その他

担当部 次世代育成

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２４年度

一

実績 ２５年度実績 ２６

般

年度実績 ２７年度計画

会

・子育て支援団体ネッ

計

トワー ・子育て支援団

地

体ネットワー ・子育て

域

支援団体ネットワー ・

組

子育て支援団体ネット

織

ワー
ク会議の開催 ク会

活

議の開催 ク会議の開催

動

ク会議の開催
・地域を

育

拠点とした子育て支 ・

成

地域を拠点とした子育

事

て支 ・地域を拠点とし

業

た子育て支 ・地域を拠

担

点とした子育て支
援組

当

織の活動に補助金の交

課

付 援組織の活動に補助

子

金の交付 援組織の活動

育

に補助金の交付 援組織

て

の活動に補助金の交付

支

補助額　5万円 補助額

援

　 補助額　 補助額　
　

課

発足から5年以内　　

款

5万円 　発足から5年

項

以内　　5万円 　発足

目

から5年以内　　5万

担

円
　　　　　6年目以

当

降　4万円 　　　　　

係

6年目以降　4万円 　

子

　　　　6年目以降　

育

4万円

　子育て支援団

て

体の活動に対し補助金



援係

3 2

Ｃ
　
事

2

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,366 1,316 1,336 1,367 合計 1,336,392 円
需用費 1,336,392 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,366 1,316 1,336 1,367

職員人件費　② 361 358 718 1,130

総事業費（①＋②） 1,727 1,674 2,054 2,497

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

平

育成・子育て支援
施策

成

体系
施策の内容 子ども

２

が健やかに育つ環境づ

６

くり

目
　
　
　
的

　あか

年

ちゃんと保護者が、絵

度

本を介してゆっ

主
た
る

評

内
容

　すべてのあかち

価

ゃんと保護者を対象に

）

、保
くり心ふれあうひ

刈

とときをもつきっかけ

谷

をつ 健センターで実施

市

する4か月児健康診査

事

会場に
くる。 おいて、

務

これまでの絵本の読み

事

聞かせを継続
して実施

業

する過程で絵本を手渡

評

しながら、ブ
ックスタ

価

ートの紹介を行う。

位

シ

置
づ
け

関連計画 刈谷市

ー

子ども・子育て支援事

ト

業計画

根拠法令

対象者

（

すべてのあかちゃんと

様

保護者 事業期間 平成２

式

３年度 ～

実施方法 ■直

１

営　□委託　□指定管

）

理　□補助・助成　□

会

その他

計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業

育

　
実
　
績

２４年度実績

成

２５年度実績 ２６年度

部

実績 ２７年度計画

4ケ

一

月児健康診査における

般

絵本4ケ月児健康診査

会

における絵本4ケ月児

計

健康診査における絵本

ブ

4ケ月児健康診査にお

ッ

ける絵本
と絵本情報誌

ク

の配布 と絵本情報誌の

ス

配布 と絵本情報誌の配

タ

布 と絵本情報誌の配布

ー

乳児期に絵本を配布す

ト

ることにより、赤ちゃ

事

んと保護者のかかわり

業

を形成するきっかけ作

担

りを提案することがで

当

きた。

成果

アンケート

課

調査等を実施し、絵本

子

の配布が親子のかかわ

育

りに寄与している状況

て

等を把握する必要があ

支

る。

課題

指標名称（単

援

位）
実績値 目標値

２４

課

年度 ２５年度 ２６年度

款

２７年度 ２９年度

活動

項

絵本の配布数（冊） 1

目

,729 1,731 1

担

,709 1,750 1

当

,750
指標

指標

他市

係

との
比較検証

子育て支



度利用の利用者数（人） 5 8 11 15 20
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 64 94 128 180 合計 128,100 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 58 39 0 120 交付金 128,100 円

一般財源 6 55 128 60

職員人件費　② 361 358 366 1,130

総事業費（①＋②） 425 452 494 1,310

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

ファミリーサポートセンター利用者補助事

業

平成２７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

平

福祉安全

基本施策 次世

成

代育成・子育て支援
施

２

策体系
施策の内容 地域

６

における子育て支援

目

年

　
　
　
的

  低所得者

度

世帯、ひとり親家庭及

評

び病児を預

主
た
る
内
容

価

　生活保護世帯、市民

）

税非課税世帯、児童扶

刈

かる活動の利用料を一

谷

部助成することで、経

市

養手当受給世帯、病児

事

・病後児を対象とした

務

済的負担を軽減し、フ

事

ァミリーサポートセン

業

援助活動に対して1時

評

間あたり300円を補

価

助す
ター援助活動の利

シ

用促進に結びつく環境

ー

を整 る。
えるとともに

ト

、病児・病後児保育の

（

体制強化
を図る。

位
置

様

づ
け

関連計画 刈谷市子

式

ども・子育て支援事業

１

計画

根拠法令 かりやし

）

ファミリーサポートセ

会

ンター利用補助金交付

計

要綱

対象者 市民 事業期

名

間 平成２４年度 ～

実施

担

方法 ■直営　□委託　

当

□指定管理　■補助・

部

助成　□その他

次世代育成部

一般

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２４

計

年度実績 ２５年度実績

担

２６年度実績 ２７年度

当

計画

補助制度の実施 補

課

助制度の実施 補助制度

子

の実施 補助制度の実施

育

利用者数　　5名 利用

て

者数　  8名 利用者

支

数　 11名 利用者数

援

　 15名
活動件数　

課

160件 活動件数　2

款

69件 活動件数　21

項

9件 活動件数　250

目

件

　低所得者世帯、ひ

担

とり親家庭及び病児を

当

預かる活動の利用料を

係

一部助成し経済的負担

子

を軽減することで、フ

育

ァミリーサ

成果
ポート

て

センター援助活動の利

支

用促進に結びつけるこ

援

とができた。

　補助金

係

制度の利用者数がまだ

3

少ないため、補助対象

2

者への積極的な周知を

2

図る必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 補助金制



育

ター交流会開催 ・サポ

て

ーター交流会開催
・サ

支

ポート事例検討会開催

援

・サポート事例検討会

係

開催

　育児に対し不安

3

を感じている母親のと

2

ころへ訪問し、傾聴す

2

ることで育児に対する不安を和らげるとともに、子育て支

成果
援センター等支援施設の情報を提供した。

　アセスメント会議で抽出した世帯の情報管理及び担当者間で情報を共有した。

　アセスメント会議で抽出した世帯に対し、各世帯ごとにどのような支援をしていくか具体的なサポート体制の構築が不

十分である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 申込者数（人） 11 21 25 30 40
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 586 464 594 2,009 合計 594,499 円
報償費 520,000 円

財
　
源

特定財源 575 464 42 480 役務費 74,499 円

一般財源 11 0 552 1,529

職員人件費　② 2,122 2,104 1,767 2,253

総事業費（①＋②） 2,708 2,568 2,361 4,262

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 保育緊急確保事業費補助金　
（国・県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

子どもが健やかに育つ

６

環境づくり

目
　
　
　
的

年

　子育てにおける母親

度

の孤立化を防ぐため、

評

主
た
る
内
容

　乳幼児を

価

育てていて家庭に閉じ

）

こもりがち
支援を必要

刈

とする家庭に訪問員が

谷

出向いて、 な母親を対

市

象に、専門の研修を受

事

けたサポー
「傾聴」や

務

「協働」の活動を通じ

事

て、母親が ターが家庭

業

を訪問し、子育てに関

評

する相談に
心の安定を

価

確保し、子育て支援セ

シ

ンターの活 乗ったり、

ー

一緒に育児や家事を行

ト

うことで、
動や地域の

（

子育て支援活動等につ

様

なげていく 母親の心の

式

安定を図り、社会へ踏

１

み出すきっ
ことにより

）

、子どもの健やかな成

会

長を図る。 かけをつ

計

くる。
　訪問　週1回

名

2時間(上限8回)
 

担

 利用者負担　無料

位

当

置
づ
け

関連計画 刈谷市

部

子ども・子育て支援事

次

業計画

根拠法令 刈谷市

世

育児ママ訪問サポート

代

事業実施要綱 

対象者

育

未就学児を養育してい

成

る母親 事業期間 平成２

部

４年度 ～

実施方法 ■直

一

営　□委託　□指定管

般

理　□補助・助成　□

会

その他

計
育児ママ訪問サ

Ｂ
　
事
　
業

ポ

　
実
　
績

２４年度実績

ー

２５年度実績 ２６年度

ト

実績 ２７年度計画

・関

事

係機関との調整 ・サポ

業

ート依頼者に対し訪問

担

・サポート依頼者に対

当

し訪問 ・サポート依頼

課

者に対し訪問
・サポー

子

ター養成 員を派遣 員を

育

派遣 員を派遣
・平成2

て

4年10月より事業開

支

始 ・毎月アセスメント

援

会議を開 ・毎月アセス

課

メント会議を開 ・毎月

款

アセスメント会議を開

項

・サポート依頼者に対

目

し訪問 催 催 催
員を派遣

担

・サポーター養成 ・サ

当

ポーター養成 ・サポー

係

ター養成
・アセスメン

子

ト会議の調整 ・サポー



当

日、中央子育て支援セ

係

ンターとして移転・開

子

成果
設したことで、利

育

用者が約3倍に増加し

て

、3年間安定して利用

支

者にご利用いただいて

援

いる。

　子育てサーク

係

ルの支援体制の見直し

3

等、利用者に満足いた

2

だけるようなサービス

2

の向上が必要である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 開所日数（日） 307 307 307 307 307
指標
成果 来所者数（人） 83,189 81,734 79,067 84,000 85,000
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,763 5,581 5,777 7,655 合計 5,777,295 円
賃金 3,933,305 円

財
　
源

特定財源 1,132 3,960 5,258 5,308 報償費 495,400 円
旅費 18,780 円

一般財源 5,631 1,621 519 2,347 需用費 547,032 円
役務費 556,978 円

職員人件費　② 1,422 41,099 39,104 41,958 委託料 214,200 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 8,185 46,680 44,881 49,613 交付金 5,000 円
公課費 6,600 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 保育緊急確保事業費補助金　
（国・県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

平

本施策 次世代育成・子

成

育て支援
施策体系

施策

２

の内容 地域における子

６

育て支援

目
　
　
　
的

　

年

子育て中の保護者の子

度

育てへの不安感緩和

主

評

た
る
内
容

　地域子育て

価

支援拠点事業（一般型

）

）実施施
を図り、安心

刈

して子育てできる環境

谷

を整備す 設として、乳

市

幼児及びその保護者が

事

相互の交
るとともに、

務

地域の子育て力の充実

事

を図る。 流を行う場所

業

を開設し、子育てにつ

評

いての相
談、情報の提

価

供、助言その他の援助

シ

を行う。
　場所　刈谷

ー

市若松町3-8-2(

ト

総合健康センタ
ー2F

（

)
　休日　毎週日曜日

様

、年末年始

位
置
づ
け

関

式

連計画 刈谷市子ども・

１

子育て支援事業計画

根

）

拠法令 児童福祉法　刈

会

谷市子育て支援センタ

計

ー条例

対象者 主に未就

名

園児及びその保護者 事

担

業期間 平成２３年度 ～

当

実施方法 ■直営　□委

部

託　□指定管理　□補

次

助・助成　□その他

世代育成部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

中

２４年度実績 ２５年度

央

実績 ２６年度実績 ２７

子

年度計画

中央子育て支

育

援センターの運 中央子

て

育て支援センターの運

支

中央子育て支援センタ

援

ーの運 中央子育て支援

セ

センターの運
営 営 営 営

ン

・子育て相談 ・子育て

タ

相談 ・子育て相談 ・子

ー

育て相談
・各種教室等

運

の実施 ・各種教室等の

営

実施 ・各種教室等の実

事

施 ・各種教室等の実施

業

・子育てサークル支援

担

・子育てサークル支援

当

・子育てサークル支援

課

・子育てサークル支援

子

・子育て支援センター

育

だより ・子育て支援セ

て

ンターだより ・子育て

支

支援センターだより ・

援

子育て支援センターだ

課

より
の発行 の発行 の発

款

行 の発行

　青葉福祉セ

項

ンターに併設されてい

目

たあおば子育て支援セ

担

ンターが23年4月1



目

07 307 307 30

担

7 307
指標

指標

他市

当

との
比較検証

係 子育て支援係

3

Ｃ
　
事

2

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

2

：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 597 467 561 701 合計 561,207 円
需用費 253,754 円

財
　
源

特定財源 0 0 4 10 役務費 106,653 円
委託料 131,683 円

一般財源 597 467 557 691 使用料及び賃借料 69,117 円

職員人件費　② 714 708 14 389

総事業費（①＋②） 1,311 1,175 575 1,090

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 その他雑入

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

平

全

基本施策 次世代育成

成

・子育て支援
施策体系

２

施策の内容 地域におけ

６

る子育て支援

目
　
　
　

年

的

　子育て広場、子育

度

てサークルへの貸館、

評

病

主
た
る
内
容

○地域子

価

育て支援拠点事業（一

）

般型）を週3回
児・病

刈

後児保育を実施するた

谷

め、かりがね子 開催
育

市

て支援センターの管理

事

・運営を行う。 ○子育

務

てサークルへの貸館
○

事

病児・病後児保育事業

業

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

評

市子ども・子育て支援

価

事業計画

根拠法令 児童

シ

福祉法　刈谷市子育て

ー

支援センター条例

対象

ト

者 主に未就園児及びそ

（

の保護者 事業期間 平成

様

２４年度 ～

実施方法 ■

式

直営　□委託　□指定

１

管理　□補助・助成　

）

□その他

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　

代

業
　
実
　
績

２４年度実

育

績 ２５年度実績 ２６年

成

度実績 ２７年度計画

か

部

りがね子育て支援セン

一

ター かりがね子育て支

般

援センター かりがね子

会

育て支援センター かり

計

がね子育て支援センタ

か

ー
の運営 の運営 の運営

り

の運営
・子育て広場「

が

きらきら広 ・子育て広

ね

場「きらきら広 ・子育

子

て広場「きらきら広 ・

育

子育て広場「きらきら

て

広
　場」 　場」 　場」

支

　場」
・子育てサーク

援

ルへの貸館 ・子育てサ

セ

ークルへの貸館 ・子育

ン

てサークルへの貸館 ・

タ

子育てサークルへの貸

ー

館
・病児・病後児保育

運

の実施 ・病児・病後児

営

保育の実施 ・病児・病

事

後児保育の実施 ・病児

業

・病後児保育の実施

　

担

各事業を実施し、複合

当

施設としての役割を担

課

った。

成果

　施設のさ

子

らなる有効活用のため

育

、貸館の実施日数を増

て

やすための検討が必要

支

である。

課題

指標名称

援

（単位）
実績値 目標値

課

２４年度 ２５年度 ２６

款

年度 ２７年度 ２９年度

項

活動 開所日数（日） 3



2

了した親子に対してのフォローについて検討が必要である。

　・就学間近になってから「ことばの教室」を利用する人が多いため、早めの支援が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 ラッコちゃんルーム利用延べ組数（組） 1,943 2,150 2,996 3,200 3,200
指標
成果 ラッコちゃんルームグループ数（グループ） 7 9 9 9 9
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,713 9,837 10,189 11,925 合計 10,188,678 円
賃金 7,140,955 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 報償費 3,006,000 円
旅費 2,690 円

一般財源 8,713 9,837 10,189 11,925 需用費 39,033 円

職員人件費　② 707 21,531 21,682 22,308

総事業費（①＋②） 9,420 31,368 31,871 34,233

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

７

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 次世代育成・子

平

育て支援
施策体系

施策

成

の内容 地域における子

２

育て支援

目
　
　
　
的

　

６

発達について心配のあ

年

る就学前の児童とそ

主

度

た
る
内
容

○ラッコちゃ

評

んルーム
の保護者に対

価

し、親子遊びや集団療

）

育、個人 　発達につい

刈

て心配のある幼児を対

谷

象に、遊
指導及び相談

市

を行い、親子関係の充

事

実、心身 びを通して、

務

相談を行う。
及びこと

事

ばの発達を支援する。

業

○ことばの相談室
　こ

評

とばについて心配のあ

価

る幼児を対象に、
グル

シ

ープ指導または個別指

ー

導を行う。

位
置
づ
け

関

ト

連計画 刈谷市子ども・

（

子育て支援事業計画

根

様

拠法令 刈谷市早期療育

式

事業実施要領

対象者 主

１

たる内容欄参照 事業期

）

間 昭和５７年度 ～

実施

会

方法 ■直営　□委託　

計

□指定管理　□補助・

名

助成　□その他

担当部 次世代育成

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

２４

一

年度実績 ２５年度実績

般

２６年度実績 ２７年度

会

計画

・ラッコちゃんル

計

ーム ・ラッコちゃんル

早

ーム ・ラッコちゃんル

期

ーム ・ラッコちゃんル

療

ーム
　利用延べ組数　

育

1,943組 　利用延

事

べ組数　2,150組

業

　利用延べ組数　2,

担

996組 　利用延べ組

当

数　3,200組
・こ

課

とばの相談室 ・ことば

子

の相談室 ・ことばの相

育

談室 ・ことばの相談室

て

　利用延べ組数　　4

支

22組 　利用延べ組数

援

　　293組 　利用延

課

べ組数　　341組 　

款

利用延べ組数　　38

項

0組

　・平成23年度

目

4月の総合健康センタ

担

ーの開設以来、「ラッ

当

コちゃんルーム」の利

係

用者数は増加しており

児

早期療育に役立

成果
っ

童

ている。

　・保健セン

福

ターによる健診後から

祉

「ラッコちゃんルーム

係

」の入室といった連携

3

が取れている。

　・ラ

2

ッコちゃんルームを終



童福

Ｃ
　
事
　
業

祉

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

係

円
２４年度 ２５年度 ２

3

６年度 ２７年度 ２６年

2

度

（決算） （決算） （

2

決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,703 2,330 2,213 2,503 合計 2,212,672 円
賃金 1,897,345 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 1,680 円
需用費 94,647 円

一般財源 1,703 2,330 2,213 2,503 委託料 215,000 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 707 3,857 6,758 6,662 交付金 4,000 円

総事業費（①＋②） 2,410 6,187 8,971 9,165

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 次

平

世代育成・子育て支援

成

施策体系
施策の内容 地

２

域における子育て支援

６

目
　
　
　
的

　児童が良

年

質なおもちゃに触れる

度

ことにより

主
た
る
内
容

評

　市内在住の小学生以

価

下の心身障害児及び就

）

心身の発達を促すとと

刈

もに、親子の愛着を深

谷

学前の乳幼児を対象に

市

、おもちゃの紹介及び

事

める。　　 貸し出しを

務

行う。
 

位
置
づ
け

関連

事

計画 刈谷市子ども・子

業

育て支援事業計画

根拠

評

法令 おもちゃライブラ

価

リー設置要綱

対象者 主

シ

たる内容欄参照 事業期

ー

間 平成２年度 ～

実施方

ト

法 ■直営　■委託　□

（

指定管理　□補助・助

様

成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

２４年

次

度実績 ２５年度実績 ２

世

６年度実績 ２７年度計

代

画

おもちゃライブラリ

育

ー おもちゃライブラリ

成

ー おもちゃライブラリ

部

ー おもちゃライブラリ

一

ー
　入場者数　24,

般

721人 　入場者数　

会

20,396人 　入場

計

者数　21,788人

お

　目標入場者数　22

も

,000人

　障害児と

ち

健常児の生活を楽しく

ゃ

豊かなものにするため

ラ

、おもちゃを通してふ

イ

れあいの場所を提供し

ブ

た。

成果

　障害児と健

ラ

常児がおもちゃを通し

リ

てふれあう機会を増や

ー

すための検討が必要で

事

ある。

課題

指標名称（

業

単位）
実績値 目標値

２

担

４年度 ２５年度 ２６年

当

度 ２７年度 ２９年度

活

課

動 おもちゃライブラリ

子

ー開設日（日/週） 4

育

4 4 4 4
指標
成果 おも

て

ちゃ貸出件数（件） 6

支

,400 5,589 5

援

,829 6,000 6

課

,000
指標

他市との

款

比較検証

項 目 担当係 児



当

証

係 子育て支援係

3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

2

ス
　
ト

単位：千円
２４

2

年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 16,632 17,101 18,465 17,475 合計 18,465,421 円
報償費 144,800 円

財
　
源

特定財源 2,788 3,962 5,302 5,309 需用費 3,262,049 円
役務費 247,816 円

一般財源 13,844 13,139 13,163 12,166 委託料 14,704,534 円
使用料及び賃借料 101,222 円

職員人件費　② 1,068 708 359 966 負担金、補助及び
交付金 5,000 円

総事業費（①＋②） 17,700 17,809 18,824 18,441

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 保育緊急確保事業費補助金　
（国・県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

平

本施策 次世代育成・子

成

育て支援
施策体系

施策

２

の内容 地域における子

６

育て支援

目
　
　
　
的

　

年

子育て中の保護者の子

度

育てへの不安感緩和

主

評

た
る
内
容

　地域子育て

価

支援拠点事業（一般型

）

）実施施
を図り、安心

刈

して子育てできる環境

谷

を整備す 設として、乳

市

幼児及びその保護者が

事

相互の交
るとともに、

務

地域の子育て力の充実

事

を図る。 流を行う場所

業

を開設し、子育てにつ

評

いての相
談、情報の提

価

供、助言その他の援助

シ

を行う。
　場所　刈谷

ー

市半城土町西裏63－

ト

5
　休日　毎週日曜日

（

、年末年始

位
置
づ
け

関

様

連計画 刈谷市子ども・

式

子育て支援事業計画

根

１

拠法令 児童福祉法　刈

）

谷市子育て支援センタ

会

ー条例

対象者 主に未就

計

園児及びその保護者 事

名

業期間 平成１７年度 ～

担

実施方法 ■直営　■委

当

託　□指定管理　□補

部

助・助成　□その他

次世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

２４年度実績 ２５年度

南

実績 ２６年度実績 ２７

部

年度計画

南部子育て支

子

援センターの運 南部子

育

育て支援センターの運

て

南部子育て支援センタ

支

ーの運 南部子育て支援

援

センターの運
営 営 営 営

セ

　安心・安全な遊び場

ン

の提供、子育てについ

タ

ての情報発信、相談、

ー

子育て講座などを実施

運

することで、安心して

営

子育てで

成果
きる環境

事

の整備に努めた。

　利

業

用者のニーズに対応し

担

た各種子育て講座の見

当

直しが必要である。

課

課

題

指標名称（単位）
実

子

績値 目標値

２４年度 ２

育

５年度 ２６年度 ２７年

て

度 ２９年度

活動 開所日

支

数（日） 307 307

援

307 307 307
指

課

標
成果 来所者数（人）

款

20,863 21,9

項

56 22,354 22

目

,000 22,000

担

指標
 

他市との
比較検



当係 子育て支援係

3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

2

ト

単位：千円
２４年度

2

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 16,720 16,545 16,504 17,356 合計 16,504,479 円
報償費 134,000 円

財
　
源

特定財源 2,799 3,960 5,300 5,308 需用費 777,186 円
役務費 225,976 円

一般財源 13,921 12,585 11,204 12,048 委託料 14,527,072 円
使用料及び賃借料 835,245 円

職員人件費　② 1,068 708 359 966 負担金、補助及び
交付金 5,000 円

総事業費（①＋②） 17,788 17,253 16,863 18,322

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 保育緊急確保事業費補助金
（国・県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

平

本施策 次世代育成・子

成

育て支援
施策体系

施策

２

の内容 地域における子

６

育て支援

目
　
　
　
的

　

年

子育て中の保護者の子

度

育てへの不安感緩和

主

評

た
る
内
容

　地域子育て

価

支援拠点事業（一般型

）

）実施施
を図り、安心

刈

して子育てできる環境

谷

を整備す 設として、乳

市

幼児及びその保護者が

事

相互の交
るとともに、

務

地域の子育て力の充実

事

を図る。 流を行う場所

業

を開設し、子育てにつ

評

いての相
談、情報の提

価

供、助言その他の援助

シ

を行う。
　場所　刈谷

ー

市今川町1-707
　

ト

休日　毎週日曜日、年

（

末年始

位
置
づ
け

関連計

様

画 刈谷市子ども・子育

式

て支援事業計画

根拠法

１

令 児童福祉法　刈谷市

）

子育て支援センター条

会

例

対象者 主に未就園児

計

及びその保護者 事業期

名

間 平成１９年度 ～

実施

担

方法 ■直営　■委託　

当

□指定管理　□補助・

部

助成　□その他

次世代育成部

一般

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２４

計

年度実績 ２５年度実績

北

２６年度実績 ２７年度

部

計画

北部子育て支援セ

子

ンターの運 北部子育て

育

支援センターの運 北部

て

子育て支援センターの

支

運 北部子育て支援セン

援

ターの運
営 営 営 営

　安

セ

心・安全な遊び場の提

ン

供、子育てについての

タ

情報発信、相談、子育

ー

て講座などを実施する

運

ことで、安心して子育

営

てで

成果
きる環境の整

事

備に努めた。

　利用者

業

のニーズに対応した各

担

種子育て講座の見直し

当

が必要である。

課題

指

課

標名称（単位）
実績値

子

目標値

２４年度 ２５年

育

度 ２６年度 ２７年度 ２

て

９年度

活動 開所日数（

支

日） 307 307 30

援

7 307 307
指標
成

課

果 来所者数（人） 19

款

,379 17,970

項

17,775 20,0

目

00 21,000
指標

担

 
他市との
比較検証



当

実績値 目標値

２４年度

係

２５年度 ２６年度 ２７

子

年度 ２９年度

指標

指標

育

他市との
比較検証

て支援係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 647 693 6,723 合計 693,360 円
工事請負費 693,360 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 647 693 6,723

職員人件費　② 0 701 704 576

総事業費（①＋②） 0 1,348 1,397 7,299

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

平

本施策 次世代育成・子

成

育て支援
施策体系

施策

２

の内容 地域における子

６

育て支援

目
　
　
　
的

　

年

子育て支援センター利

度

用者が、より安全で

主

評

た
る
内
容

　南部及び北

価

部子育て支援センター

）

の窓に網
快適に施設を

刈

利用できるよう改修を

谷

行い、施 戸を設置する

市

ことで通気性を確保し

事

つつ害虫
設サービスの

務

充実を図る。 の侵入を

事

防止する。
　また、北

業

部子育て支援センター

評

敷地に駐車
場区画線等

価

を施工し、安全で利用

シ

しやすい環
境に整える

ー

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

ト

谷市子ども・子育て支

（

援事業計画

根拠法令 児

様

童福祉法　刈谷市子育

式

て支援センター条例

対

１

象者 主に未就園児及び

）

その保護者 事業期間 ～

会

実施方法 ■直営　■委

計

託　□指定管理　□補

名

助・助成　□その他

担当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

一

２４年度実績 ２５年度

般

実績 ２６年度実績 ２７

会

年度計画

　 　北部子育

計

て支援センターの 　南

子

北子育て支援センター

育

の 　南北子育て支援セ

て

ンターの
　 駐車場改修

支

工事、南北子育て 補修

援

工事を行うことにより

セ

、 補修工事を行うこと

ン

により、
　 支援センタ

タ

ーの網戸設置工事 施設

ー

サービスの充実を図っ

施

た 施設サービスの充実

設

を図る。
　　　―――

補

―――― を行い施設サ

修

ービスの充実、 。
安全

事

性確保を図った。

　懸

業

案であった北部子育て

担

支援センターの駐車場

当

整備等行うことにより

課

、施設のサービス向上

子

、安全性確保に繋がっ

育

た。

成果

　利用者児童

て

の安全性確保のため、

支

南北子育て支援センタ

援

ーの老朽化等による改

課

修、補修を行う必要が

款

ある一方、限られ

た予

項

算で必要な修繕を計画

目

的に行う必要がある。

担

課題

指標名称（単位）



育

教諭を

成果
講師に迎え

て

た「子育て講座」や、

支

親支援プログラム「ノ

援

ーバディズ・パーフェ

係

クト（ＮＰ）講座」な

3

どの開催により、単

な

2

る親子の居場所だけに

2

とどまらない、充実した事業にすることができた。

　出張子育て広場を積極的に開催するなど、施設を持たない「子育て広場」であることを活かした事業の推進をすること

が望ましい。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

成果 すくすく広場利用者数（人） 4,357 4,456 4,729 4,600 4,800
指標
成果 すくすくパパ広場利用者数（人） 283 207 223 250 280
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,488 3,547 3,505 3,516 合計 3,504,740 円
役務費 8,260 円

財
　
源

特定財源 584 1,773 2,388 2,398 委託料 3,488,480 円
負担金、補助及び

一般財源 2,904 1,774 1,117 1,118 交付金 8,000 円

職員人件費　② 714 708 1,063 0

総事業費（①＋②） 4,202 4,255 4,568 3,516

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 保育緊急確保事業費補助金　
（国・県）

２８年

Ｄ

度以降の事業費見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

地域における子育て支

６

援

目
　
　
　
的

　乳幼児

年

及び保護者が相互に交

度

流を行う場で

主
た
る
内

評

容

　親子で自由に遊ぶ

価

場所を提供しながら、

）

手
ある地域子育て支援

刈

拠点事業（一般型）を

谷

運 遊びや歌などのプロ

市

グラムを実施する。
営

事

することで、保護者の

務

子育てに対する不安 ○

事

すくすく広場
感の緩和

業

及び地域の子育て力の

評

充実を図る。 日時　毎

価

週月・火・木曜日　
　

シ

　　10時～16時
場

ー

所　小山託児ルーム(

ト

小山町4－50)
○す

（

くすくパパ広場
日時　

様

毎月第3土曜日
　　　

式

10時～16時
場所　

１

小山託児ルーム(小山

）

町4－50)

位
置
づ
け

会

関連計画 刈谷市子ども

計

・子育て支援事業計画

名

根拠法令 児童福祉法

対

担

象者 乳幼児とその保護

当

者 事業期間 平成１２年

部

度 ～

実施方法 □直営　

次

■委託　□指定管理　

世

□補助・助成　□その

代

他

育成部

一般会計
す

Ｂ
　
事
　
業
　
実

く

　
績

２４年度実績 ２５

す

年度実績 ２６年度実績

く

２７年度計画

・地域子

広

育て支援拠点事業　 ・

場

地域子育て支援拠点事

運

業　 ・地域子育て支援

営

拠点事業　 ・地域子育

委

て支援拠点事業　
　（

託

ひろば型）の実施 　（

事

一般型）の実施 　（一

業

般型）の実施 　（一般

担

型）の実施
・出張子育

当

て広場の実施 ・出張子

課

育て広場の実施 ・出張

子

子育て広場の実施 ・出

育

張子育て広場の実施
・

て

ＮＰ講座の開催 ※国の

支

制度再編により「ひろ

援

・ＮＰ講座の開催 ・Ｎ

課

Ｐ講座の開催
　ば型」

款

から「一般型」に変
　

項

更
・ＮＰ講座の開催

　

目

開設時間中の自由な時

担

間に、未就園児と保護

当

者が気軽に利用できる

係

場所を提供することが

子

できた。また、幼稚園



育

標値

２４年度 ２５年度

て

２６年度 ２７年度 ２９

支

年度

活動 開設日数（日

援

） 146 149 146

係

146 146
指標
成果

3

利用者数（人） 5,6

2

91 6,754 7,9

2

75 6,800 6,900
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,490 2,622 2,598 2,595 合計 2,598,120 円
役務費 8,600 円

財
　
源

特定財源 417 1,311 2,388 2,398 委託料 2,581,520 円
負担金、補助及び

一般財源 2,073 1,311 210 197 交付金 8,000 円

職員人件費　② 361 358 570 0

総事業費（①＋②） 2,851 2,980 3,168 2,595

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 保育緊急確保事業費補助金　
（国・県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

地域における子育て支

６

援

目
　
　
　
的

　乳幼児

年

及び保護者が相互に交

度

流を行う場で

主
た
る
内

評

容

　親子で自由に遊ぶ

価

場所を提供しながら、

）

手
ある地域子育て支援

刈

拠点事業（一般型）を

谷

運 遊びや歌などのプロ

市

グラムを実施する。
営

事

することで、保護者の

務

子育てに対する不安 日

事

時　毎週火・水・木曜

業

日　
感の緩和及び地域

評

の子育て力の充実を図

価

る。 　　　9時～14

シ

時30分
場所　東刈谷

ー

市民センター

位
置
づ
け

ト

関連計画 刈谷市子ども

（

・子育て支援事業計画

様

根拠法令 児童福祉法

対

式

象者 乳幼児とその保護

１

者 事業期間 平成２３年

）

度 ～

実施方法 □直営　

会

■委託　□指定管理　

計

□補助・助成　□その

名

他

担当部 次世代育成

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

２４年度実績 ２５

一

年度実績 ２６年度実績

般

２７年度計画

地域子育

会

て支援拠点事業（ひ 地

計

域子育て支援拠点事業

の

（一 地域子育て支援拠

び

点事業（一 地域子育て

の

支援拠点事業（一
ろば

び

型）の実施 般型）の実

広

施 般型）の実施 般型）

場

の実施
※国の制度再編

運

により「ひろ
　ば型」

営

から「一般型」に変
　

委

更

　開設時間中の自由

託

な時間に、未就園児と

事

保護者が気軽に利用で

業

きる場所を提供するこ

担

とができた。これによ

当

り児童館の

成果
利用が

課

少ない、児童が通学・

子

通園している時間の有

育

効活用ができた。

　0

て

歳から18歳までの児

支

童が利用できるという

援

児童館の環境を活かし

課

、夏休み期間などの長

款

期休業中には、子育て

項

広場の

年齢対象外とな

目

る児童との交流等をと

担

り入れることにより、

当

世代の枠を越えた事業

係

を検討する。
課題

指標

子

名称（単位）
実績値 目



育

15 4,208 4,3

て

63 4,400 4,5

支

00
指標

他市との
比較

援

検証

係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,425 2,589 2,621 2,624 合計 2,621,440 円
役務費 7,560 円

財
　
源

特定財源 406 1,290 2,388 2,398 委託料 2,605,880 円
負担金、補助及び

一般財源 2,019 1,299 233 226 交付金 8,000 円

職員人件費　② 361 358 0 0

総事業費（①＋②） 2,786 2,947 2,621 2,624

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 保育緊急確保事業費補助金　
（国・県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

地域における子育て支

６

援

目
　
　
　
的

　乳幼児

年

及び保護者が相互に交

度

流を行う場で

主
た
る
内

評

容

　親子で自由に遊ぶ

価

場所を提供しながら、

）

手
ある地域子育て支援

刈

拠点事業（一般型）を

谷

運 遊びや歌などのプロ

市

グラムを実施する。
営

事

することで、保護者の

務

子育てに対する不安 日

事

時　毎週水・木・金曜

業

日　
感の緩和及び地域

評

の子育て力の充実を図

価

る。 　　　10時～1

シ

6時
場所　かりがね子

ー

育て支援センター

位
置

ト

づ
け

関連計画 刈谷市子

（

ども・子育て支援事業

様

計画

根拠法令 児童福祉

式

法

対象者 乳幼児及びそ

１

の保護者 事業期間 平成

）

２４年度 ～

実施方法 □

会

直営　■委託　□指定

計

管理　□補助・助成　

名

□その他

担当部 次世代育成

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

２４年度実

一

績 ２５年度実績 ２６年

般

度実績 ２７年度計画

地

会

域子育て支援拠点事業

計

（ひ 地域子育て支援拠

き

点事業（一 地域子育て

ら

支援拠点事業（一 地域

き

子育て支援拠点事業（

ら

一
ろば型）の開設・実

広

施 般型）の実施 般型）

場

の実施 般型）の実施
※

運

国の制度再編により「

営

ひろ
　ば型」から「一

委

般型」に変
　更

　開設

託

時間中の自由な時間に

事

、未就園児と保護者が

業

気軽に利用できる場所

担

を提供することができ

当

た。

成果

　潜在的に支

課

援が必要であると思わ

子

れる親子のケアに携わ

育

るなど、地域に密着し

て

た子育て支援拠点であ

支

るという性質を活

かし

援

た事業を推進すること

課

が望ましい。
課題

指標

款

名称（単位）
実績値 目

項

標値

２４年度 ２５年度

目

２６年度 ２７年度 ２９

担

年度

活動 開催日数（日

当

） 142 147 149

係

149 149
指標
成果

子

利用者数（人） 3,5



育

146 146
指標
活動

て

利用者数（人） ― 3,

支

687 4,398 4,

援

000 4,200
指標

係

他市との
比較検証

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 3,688 2,574 2,553 合計 2,574,460 円
役務費 8,940 円

財
　
源

特定財源 0 2,112 2,388 2,398 委託料 2,557,520 円
負担金、補助及び

一般財源 0 1,576 186 155 交付金 8,000 円

職員人件費　② 0 1,403 570 0

総事業費（①＋②） 0 5,091 3,144 2,553

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 保育緊急確保事業費補助金　
（国・県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

地域における子育て支

６

援

目
　
　
　
的

　乳幼児

年

及び保護者が相互に交

度

流を行う場で

主
た
る
内

評

容

　親子で自由に遊ぶ

価

場所を提供しながら、

）

手
ある地域子育て支援

刈

拠点事業（一般型）を

谷

運 遊びや歌などのプロ

市

グラムを実施する。
営

事

することで、保護者の

務

子育てに対する不安 日

事

時　毎週火・水・木曜

業

日
感の緩和及び地域の

評

子育て力の充実を図る

価

。 　　　9時～14時

シ

30分
場所　北部市民

ー

センター

位
置
づ
け

関連

ト

計画 刈谷市子ども・子

（

育て支援事業計画

根拠

様

法令 児童福祉法

対象者

式

乳幼児とその保護者 事

１

業期間 平成２５年度 ～

）

実施方法 □直営　■委

会

託　□指定管理　□補

計

助・助成　□その他

名 担当部 次世代育成

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２４年度実績 ２５年度

一

実績 ２６年度実績 ２７

般

年度計画

　　　 地域子

会

育て支援拠点事業（一

計

地域子育て支援拠点事

わ

業（一 地域子育て支援

く

拠点事業（一
　　　 般

わ

型）の開設・実施 般型

く

）の実施 般型）の実施

広

　　　
　　　
　　　―

場

――――――

　国道1

運

号以北で初めての子育

営

て支援拠点となる子育

委

て広場を新規で開設す

託

ることで、未就園児と

事

保護者が気軽に集うこ

業

成果
とができる場所を

担

提供することができた

当

。

　0歳から18歳ま

課

での児童が利用できる

子

という児童館の環境を

育

活かし、夏休み期間な

て

どの長期休業中には、

支

子育て広場の

対象年齢

援

外となる児童との交流

課

をとり入れることによ

款

り、世代の枠を越えた

項

事業を検討する。
課題

目

指標名称（単位）
実績

担

値 目標値

２４年度 ２５

当

年度 ２６年度 ２７年度

係

２９年度

活動 開設日数

子

（日） ― 133 146



係

10月受入れ試行実施

3

（2か所は10月受入

2

れ試行実施（2か所は

2

10月で4年生受入れ試行実施（2か
開始） 開始） 開始予定） 所は10月開始予定）

　放課後児童クラブの活動を通じて児童の健全育成を図るとともに、保護者の子育てと仕事の両立を支援することができ

成果
た。

　また、対象学年の拡大に向け8か所の放課後児童クラブで4年生の受入れを試行実施した。

　対象学年の拡大に向け、試行で行っている放課後児童クラブの状況を分析するとともに、開設時間の拡大も視野に入れ

ながら引き続き支援員の確保が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 児童クラブ数（クラブ） 24 26 27 29 29
指標
成果 4月1日現在児童クラブ登録者数（人） 844 888 1,024 1,106 1,150
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 116,965 127,930 127,734 159,865 合計 127,734,440 円
賃金 115,637,108 円

財
　
源

特定財源 79,835 86,801 102,207 91,635 報償費 160,000 円
旅費 82,160 円

一

Ｄ

般財源 37,130 4

　

1,129 25,52

　

7 68,230 需用費

　

7,100,265 

Ｏ

円
役務費 2,308,

　

627 円

職員人件費

　

　② 8,489 12,

∧

624 12,671 1

　

8,715 委託料 97

　

0,920 円
使用料

実

及び賃借料

総事業費（

　

①＋②） 125,45

　

4 140,554 14

施

0,405 178,5

　

80 1,294,70

　

7 円
補償、補填及び

∨

賠

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称 償金 174,053 円
公課費 6,600 円

２６年度までの累積事業費 0 放課後児童健全育成事業費等
補助金（県）

２８年度以降の事業費見込 0 刈谷市児童クラブ利用者負担
金

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 次世代育

平

成・子育て支援
施策体

成

系
施策の内容 子どもの

２

居場所づくり

目
　
　
　

６

的

　保護者が労働等に

年

より昼間家庭にいない

度

小

主
た
る
内
容

○開設児

評

童クラブ
学生の児童に

価

対し、放課後に安心し

）

て過ごす 　市内15小

刈

学校区にそれぞれ開設

谷

ことができる居場所を

市

確保し、その健全な育

事

○対象児童
成を図る。

務

　小学1年生から3年

事

生（一部4年生含む）

業

○開設日
　日曜日、祝

評

日及び年末年始を除く

価

毎日
○利用時間
　下校

シ

時から18時30分ま

ー

で
　土曜日・長期休み

ト

は8時から18時30

（

分まで
○利用料金
　3

様

,000円／月

位
置
づ

式

け

関連計画 刈谷市子ど

１

も・子育て支援事業計

）

画

根拠法令 児童福祉法

会

、刈谷市放課後児童健

計

全育成事業の設備及び

名

運営に関する基準を定

担

める条例

対象者 児童 事

当

業期間 昭和５５年度 ～

部

実施方法 ■直営　□委

次

託　□指定管理　□補

世

助・助成　□その他

代育成部

一般会計
児

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

童

２４年度実績 ２５年度

ク

実績 ２６年度実績 ２７

ラ

年度計画

15小学校区

ブ

で実施 15小学校区で

運

実施 15小学校区で実

営

施 15小学校区で実施

事

（24児童クラブ） （

業

26児童クラブ） （2

担

7児童クラブ） （29

当

児童クラブ）
定　員：

課

960人 定　員：1,

子

040人 定　員：1,

育

080人 定　員：1,

て

160人
登録者：84

支

4人(4月1日現在)

援

登録者：888人(4

課

月1日現在) 登録者：

款

1,024人(4月1

項

日現在)登録者：1,

目

106人(4月1日現

担

在)
※4か所の児童ク

当

ラブで4年生 ※6か所

係

の児童クラブで4年生

児

※8か所の児童クラブ

童

で4年生 ※10か所の

育

放課後児童クラブ
受入

成

れ試行実施（2か所は



担

成果 申請率（％） ― ―

当

95.3 97.0 ―
指

係

標
○申請率(平成26

子

年11月7日現在)
他

育

市との 　碧南市　96

て

.1％　　知立市　9

支

5.1％
比較検証 　安

援

城市　94.4％  

係

　高浜市  88.0

3

％
　西尾市　98.9

2

％

6

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 185,470 69,300 合計 185,470,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 185,470 69,300 交付金 185,470,000 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 2,006 2,852

総事業費（①＋②） 0 0 187,476 72,152

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 子育て世帯臨時特例給付金給
付事業費補助金（国）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

平

基本施策 次世代育成・

成

子育て支援
施策体系

施

２

策の内容 子どもが健や

６

かに育つ環境づくり

目

年

　
　
　
的

　国の政策に

度

より、現金を支給する

評

ことで、 

主
た
る
内
容

価

○支給対象　児童手当

）

受給者（公務員含む）

刈

子育て世帯への消費税

谷

率引上げの影響を緩和

市

○所得制限　あり（平

事

成26年度所得におい

務

て
させる。 　　　　　

事

　児童手当制度による

業

特例給付受
　　　　　

評

　給者及び非課税受給

価

者等は対象
　　　　　

シ

　外）
○支給金額　児

ー

童1人当たり10,0

ト

00円
○受付時期　平

（

成26年7月1日～9

様

月30日

位
置
づ
け

関連

式

計画

根拠法令 刈谷市子

１

育て世帯臨時特例給付

）

金支給事業実施要綱

対

会

象者 児童手当受給者（

計

非課税者等は対象外）

名

事業期間 平成２６年度

担

～ 平成２７年度

実施方

当

法 ■直営　□委託　□

部

指定管理　□補助・助

次

成　□その他

世代育成部

一般会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

２４年

子

度実績 ２５年度実績 ２

育

６年度実績 ２７年度計

て

画

　 　 ・子育て世帯臨

世

時特例給付金 ・子育て

帯

世帯臨時特例給付金
　

臨

　 　(平成26年度分

時

)の支給 　(平成27

特

年度分)の支給
　 　
　

例

　
　　　――――――

給

― 　　　――――――

付

―

申請に対し、迅速な

金

認定及び支払処理を行

支

うことができた。

成果

給

提出忘れを減らすため

事

の督促案内が遅いとの

業

指摘があったため、督

担

促時期について改善を

当

要する。また、平成2

課

7年度分は

申請受付開

子

始が1か月早まること

育

から、さらに迅速な準

て

備が必要となる。
課題

支

指標名称（単位）
実績

援

値 目標値

２４年度 ２５

課

年度 ２６年度 ２７年度

款

２９年度

成果 受付件数

項

(人) ― ― 13,54

目

5 13,000 ―
指標



担

1　　　知立市　95

当

.1％
比較検証 　安城

係

市　94.4　　　高

子

浜市　88.0％
　西

育

尾市　98.9

て支援係

3 2 6

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 16,730 21,819 合計 16,729,899 円
旅費 3,360 円

財
　
源

特定財源 0 0 16,730 21,819 需用費 291,852 円
役務費 8,025,382 円

一般財源 0 0 0 0 委託料 8,170,200 円
使用料及び賃借料 239,105 円

職員人件費　② 0 0 1,985 2,852

総事業費（①＋②） 0 0 18,715 24,671

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 子育て世帯臨時特例給付金給
付事務費補助金（国）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

平

基本施策 次世代育成・

成

子育て支援
施策体系

施

２

策の内容 子どもが健や

６

かに育つ環境づくり

目

年

　
　
　
的

　国の政策に

度

より、現金を支給する

評

ことで、

主
た
る
内
容

　

価

子育て世帯臨時特例給

）

付金支給に関する事
子

刈

育て世帯への消費税率

谷

引上げの影響を緩和 務

市

を行う。
させる。

位
置

事

づ
け

関連計画

根拠法令

務

刈谷市子育て世帯臨時

事

特例給付金支給事業実

業

施要綱

対象者 児童手当

評

受給者(非課税者等は

価

対象外) 事業期間 平成

シ

２６年度 ～ 平成２７年

ー

度

実施方法 ■直営　■

ト

委託　□指定管理　□

（

補助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

２４年度実績 ２５年

次

度実績 ２６年度実績 ２

世

７年度計画

　 　 ・子育

代

て世帯臨時特例給付金

育

・子育て世帯臨時特例

成

給付金
　 　 　(平成2

部

6年度分)の支給 　(

一

平成27年度分)の支

般

給
　 　
　 　
　　　――

会

――――― 　　　――

計

―――――

申請書の送

子

付準備、認定事務処理

育

、支払事務など、一連

て

の支給事務について遅

世

滞なく実施することが

帯

できた。

成果

平成26

臨

年度分は臨時福祉給付

時

金の支給事務と同時に

特

実施したが、平成27

例

年度分は申請受付等の

給

時期が異なるため、単

付

独で

事務事業を実施す

金

る必要がある。また、

事

平成27年度分は申請

務

受付開始が1か月早ま

事

ることから、さらに迅

業

速かつ効率良く
課題

準

担

備を進める必要がある

当

。

指標名称（単位）
実

課

績値 目標値

２４年度 ２

子

５年度 ２６年度 ２７年

育

度 ２９年度

活動 受付件

て

数（人） ― ― 13,5

支

45 13,000 ―
指

援

標
申請率（％） ― ― 9

課

5.3 97.0 ―
指標

款

○申請率(平成26年

項

11月7日現在)
他市

目

との 　碧南市　96.



子

 98.9％

育て支援係

3 2 6

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 203,030 0 合計 203,030,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 203,030 0 交付金 203,030,000 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 2,006 0

総事業費（①＋②） 0 0 205,036 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 子育て支援減税手当給付事業
費補助金（県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

平

策 次世代育成・子育て

成

支援
施策体系

施策の内

２

容 子どもが健やかに育

６

つ環境づくり

目
　
　
　

年

的

　愛知県の政策によ

度

り、現金を支給するこ

評

と

主
た
る
内
容

○支給対

価

象　児童手当受給者(

）

公務員含む)
で、子育

刈

て世帯への消費税率引

谷

上げの影響を ○所得制

市

限　あり(平成26年

事

度所得において児
緩和

務

させる。 　　　　　　

事

童手当制度による特例

業

給付受給
　　　　　　

評

者は対象外)
○支給金

価

額　児童1人当たり1

シ

0,000円
○受付時

ー

期　平成26年7月1

ト

日～9月30日

位
置
づ

（

け

関連計画

根拠法令 刈

様

谷市子育て支援減税手

式

当給付事業実施要綱

対

１

象者 児童手当受給者 事

）

業期間 平成２６年度 ～

会

平成２６年度

実施方法

計

■直営　□委託　□指

名

定管理　□補助・助成

担

　□その他

当部 次世代育成部

Ｂ
　
事

一

　
業
　
実
　
績

２４年度

般

実績 ２５年度実績 ２６

会

年度実績 ２７年度計画

計

　 　 ・子育て支援減税

子

手当の支給 　
　 　 　
　

育

　 　
　 　 　
　　　――

て

――――― 　　　――

支

――――― 　　　――

援

―――――

申請に対し

減

、迅速な認定及び支払

税

処理を行うことができ

手

た。

成果

提出忘れを減

当

らすための督促案内が

支

遅いとの指摘があった

給

ため、次回実施の機会

事

があれば、督促時期に

業

ついて改善を要す

る。

担

課題

指標名称（単位）

当

実績値 目標値

２４年度

課

２５年度 ２６年度 ２７

子

年度 ２９年度

活動 受付

育

件数(人) ― ― 13,

て

545 ― ―
指標
活動 申

支

請率(％) ― ― 95.

援

3 ― ―
指標

○申請率(

課

平成26年11月7日

款

現在)
他市との 　碧南

項

市　96.1％　　知

目

立市  95.1％
比

担

較検証 　安城市　94

当

.4％　　高浜市  

係

88.0％
　西尾市 



子育

Ｃ

て

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

支

単位：千円
２４年度 ２

援

５年度 ２６年度 ２７年

係

度 ２６年度

（決算） （

3

決算） （決算） （予算

2

） 事業費内訳

事業費　

6

① 0 0 1,607 0 合計 1,607,169 円
需用費 777 円

財
　
源

特定財源 0 0 1,607 0 役務費 121,392 円
委託料 1,485,000 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 1,985 0

総事業費（①＋②） 0 0 3,592 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 子育て支援減税手当給付事務
費補助金（県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

平

策 次世代育成・子育て

成

支援
施策体系

施策の内

２

容 子どもが健やかに育

６

つ環境づくり

目
　
　
　

年

的

　愛知県の政策によ

度

り、現金を支給するこ

評

と

主
た
る
内
容

　子育て

価

支援減税手当支給に関

）

する事務を行
で、子育

刈

て世帯への消費税率引

谷

上げの影響を う。
緩和

市

させる。

位
置
づ
け

関連

事

計画

根拠法令 刈谷市子

務

育て支援減税手当給付

事

事業実施要綱

対象者 児

業

童手当受給者 事業期間

評

平成２６年度 ～ 平成２

価

６年度

実施方法 ■直営

シ

　■委託　□指定管理

ー

　□補助・助成　□そ

ト

の他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　

担

実
　
績

２４年度実績 ２

当

５年度実績 ２６年度実

部

績 ２７年度計画

　 　 ・

次

子育て支援減税手当の

世

支給 　
　 　 　
　 　 　
　

代

　 　
　　　―――――

育

―― 　　　―――――

成

―― 　　　―――――

部

――

申請書の送付準備

一

、認定事務処理、支払

般

事務など、一連の支給

会

事務について遅滞なく

計

実施することができた

子

。

成果

平成26年度分

育

は臨時福祉給付金の支

て

給事務と同時に実施し

支

たが、今後異なる時期

援

に実施された場合は単

減

独で事務事業を実

施す

税

る必要がある。
課題

指

手

標名称（単位）
実績値

当

目標値

２４年度 ２５年

事

度 ２６年度 ２７年度 ２

務

９年度

活動 受付件数（

事

人） ― ― 13,545

業

― ―
指標

申請率（％）

担

― ― 95.3 ― ―
指標

当

○申請率(平成26年

課

11月7日現在)
他市

子

との 　碧南市　96.

育

1％　　知立市　95

て

.1％
比較検証 　安城

支

市　94.4％　　高

援

浜市　88.0％
　西

課

尾市　98.9％

款 項 目 担当係
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